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 『インド太平洋防衛フォーラム』は、 
インド太平洋地域の軍関係者に国際的な

討論の場を提供する目的で、米国インド

太平洋軍中佐が四半期ごとに発行する 

軍事専門誌です。本誌に記載されている
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せん。特に記載のない限り、記事はすべて 

 『フォーラム』のスタッフが執筆したも

のです国防長官は、本誌の発行が、 

国防総省の規定による公共事業の実施に

必要不可欠と判断しています。
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人権と自由
46 巻、4 号、2021 年

読者の皆様、

ンド太平洋防衛フォーラム』へようこそ。今号は	
人権と自由に関する問題を取り上げます。
インド太平洋地域のすべての国々は、世界の

自由、正義、平和の基盤を確立する世界人権宣言に署名し
ています。1948 年に国連総会で採択された宣言の署名者
である各国は、人権の維持は地域と世界の平和、繁栄、安
定を確保するために不可欠であるということに同意を示し
ています。
インド太平洋が戦闘地域へと発展する中、各国の舵取り

を担う人々全員が考え、行動し、新たなアプローチを探ることがますます重要とな
っています。さらに、競合者の活動を阻害して目標を達成できないようにすること
は、私たちの生活を守るのに欠かせません。地域の悪質な行動を抑止するには強力な
合同軍の創設が必要であると共に、それらの軍を国際日付変更線の西側に配置して
保護・維持し、同盟国およびパートナーとの完全な統合を可能にすることが求めら
れています。 
悪質な行動には様々な形態がありますが、確立された国際秩序を脅かすものの一例

として基本的人権の侵害があげられます。これらの権利を侵害した者には責任を負
わせなければなりません。
今回の『フォーラム（FORUM）』は、この地域において人権に対する取り組みを

強化し、違反者の行動を変えるための機会がどこにあるのかを探ります。これは結局の
ところ、人権を尊重する政府や軍隊には米国とその同盟国・パートナーが何十年にもわ
たって維持してきた規則に基づく国際秩序を支持する傾向があることが知られているた
めです。こうした支持には「自由で開かれたインド太平洋」の推進も含まれます。
本巻の最初に掲載する記事では、国際的な取り決めを実施する上での普遍的な人

権基準の重要性を探ります。この記事は、ミャンマー（ビルマ）、北朝鮮、中国など
のインド太平洋諸国の指導者がこれらの合意基準を満たさなかった理由と、合意基
準を満たすことがなぜ重要なのかについて概要を提供するものです。その後に続く
記事では、そのような不履行とそれが与える影響を明らかにします。
朝鮮半島での経験を振り返る記事の中では、大韓民国陸軍を退役した全仁釩

 （チョン・インボム）元中将が南北朝鮮で異なる政府機構、人権、自由を対比し、
韓国は朝鮮戦争の明確な勝者であるだけでなく、その結果成立した民主主義により
軍事費を国益に変換すること可能としたと述べます。次に続く記事では、ダニエ
ル・K・イノウエ・アジア太平洋安全保障研究センター教授のミーミー・ウィン・	
バード（Miemie Winn Byrd）博士がミャンマーの軍事クーデターを取り上げ、	
民主主義の再建と選挙で選出された指導者たちの政治復帰を求めるミャンマー国民
の反発を分析します。
ジョージ・ワシントン大学エリオット国際関係大学院のショーン・ロバーツ	

 （Sean Roberts）博士は、自身の著作『対ウイグル戦争ームスリム少数派に対する	
中国の国内キャンペーン（The War on the Uyghurs: China’s Internal Campaign against 
a Muslim Minority）』から抜粋を提供します。この中では、中国が対テロ戦争の名目	
で入植者による植民地化、民族浄化、ウイグル人や他の民族に対する文化的虐殺を正	
当化する手法について詳述しています。関連する記事では内モンゴル自治区とチベ
ットにおける中国の残虐な民族同化キャンペーンについて考察し、その他の記事では
軍隊や治安機関における人権と自由の別の側面について扱っています。インド太平洋
地域のすべての人々が国際法で定義されている人権と自由を享受できるように、地域
の軍隊と治安機関は直面する課題に対処する上で重要な役割を果たしています。
本誌が海上安保に関する地域の対話を促進することを願っております。ご意見を

お待ちしております。FORUM スタッフ（ipdf@ipdefenseforum.com）宛に皆様のご
意見やご感想をお寄せください。

インド太平洋の行方IPDF
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寄稿者IPDF

全仁釩釩（チョン・インボム）は、大韓民国（韓国）陸
軍を2016年に退役するまで、第27歩兵師団長、韓国
陸軍特殊戦司令部司令官を歴任したほか、米韓連合
司令部の副司令官、並びに国連軍司令部軍事休戦委
員会の上級委員も務めた。現在はブルッキングス研
究所をはじめとする複数のシンクタンクで外交政策
の客員研究員を務める。数多くの受賞歴の中でも特

に 2005 年のイラクでの戦闘における活躍に対し花郎武功勲章	
 （Hwa-Rang Combat Medal）ならびに米国ブロンズスターメダ
ルを授与されている。主な研究対象は国家安全保障、朝鮮半島、
東北アジア。14 ページに掲載

ミーミー・ウィン・バード（MIEMIE WINN BYRD）博士 
は、K・イノウエ・アジア太平洋安全保障研究セン
ター教授。米国・ミャンマー関係、インド・太平洋
経済、組織開発、成人学習を専門とし、軍民の運
用、機関間の協力、企業の財務会計基準に焦点を当
てた研究を行う。クレアモント・マッケナ大学で経
済学と会計の学士号、ハワイ大学で経営管理の修士

号、カリフォルニア大学で教育リーダーシップの博士号を取得し
た。18 ページに掲載

ショーン・ロバーツ（SEAN ROBERTS）博士は、ジ
ョージ・ワシントン大学エリオット国際関係大学
院の国際開発研究プログラムのディレクター。文
化人類学者であり、国際的な開発作業において豊富
な現場経験を持つ。1990 年代には中央アジアと中
国のウイグル人の民族誌学的フィールドワークを指
揮した。2020 年出版の本『対ウイグル戦争ームス

リム少数派に対する中国の国内キャンペーン（The War on the 
Uyghurs: China’s Internal Campaign against a Muslim Minority）』
を含め本コミュニティに関する数多くの著作がある。現在、中国
の新疆ウイグル自治区と旧ソ連中央アジアの民主主義の発展に
焦点を当てた研究を行う。24 ページに掲載

ゲリット・ファン・デル・ウェス（GERRIT VAN DER 
WEES）博士は、オランダ政府に勤務した元外交
官。1982 年から 2005 年までワシントン DC のオ
ランダ大使館に7年間勤務し、1980 年から 2016 年
まで台湾の民主主義への移行を寄稿する隔月刊誌
『台湾公報 （Taiwan Communique）』の編集長を務
めた。オランダ政府を退職後は2005年から 2016 年

まで台湾公共問題対策機関（Formosan Association for Public 
Affairs）に勤務した。現在はジョージ・メイソン大学で台湾の歴
史を、ジョージ・ワシントン大学で東アジアが抱える問題を教え
る。38 ページに掲載

議論に参加
ご意見を 
お聞かせください！
 『インド太平洋防衛フォーラム』は、
インド太平洋地域の軍事と安全保障に
携わる人々に向けて刊行されています。
米国インド太平洋軍司令部が四半期
ごとに編集・発行する本誌は、テロ
との闘いから国際協力、自然災害 
まで地域全体の安全保障への取り組
みに影響するトピックを取り上げ、
高品質で掘り下げたコンテンツをお
届けします。

 『インド太平洋防衛フォーラム』には 
広範にわたるトピックが掲載され、 
毎日新しい記事が更新されます。 
以下のアドレスでご覧ください。
www.ipdefenseforum.com
ウェブサイトでは次が可能です：
n	� オンライン限定コンテンツへの 
アクセス

n	バックナンバーの閲覧
n	ご意見・ご感想の送信
n	定期購読の申し込み
n	記事の投稿方法を知る

Facebook、Twitter、Instagram、 
WhatsAppでのフォローをお待 
ちしています：@IPDEFENSEFORUM
バックカバーをご覧ください。

 「FORUMNEWS」で検索
して iTunesまたは
Google ストアから 
無料アプリを 
ダウンロード

アプリを ダウンロード
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ミャンマー

香港、台湾

地域全体の展望IPDF

英米、ミャンマー軍管理下の企業を 
ブラックリストに加える

IOC、2022 年北京冬季大会に選手団を歓迎する

2021 年 2 月のクーデターと凶悪な	
弾圧行為を目の当たりにした	

英米両国は、ミャンマー（ビルマ）	
軍の管理下に置かれているコングロマ
リットに対して制裁措置を講じた。	
ワシントンはこれを「忌まわしい	
暴力と虐待」への対応と呼んでいる。
アメリカ合衆国財務省はミャンマー	

・エコノミック・ホールディングス	
・パブリック・コーポレーション	
 （Myanma Economic Holdings Public 
Co. Ltd.、以下MEHL）を制裁の対象
としたと言い、英国もロヒンギャの	
イスラム教徒に対するミャンマー軍の
深刻な人権侵害を理由にミャンマー	
・エコノミック・コーポレーション	

 （Myanmar Economic Corp. Ltd.）	
を対象として MEHL と同様の制裁を課
している。
ミャンマー経済の大部分を担う	

企業体に対する制裁は、ビールから	
タバコ、電気通信、鉱業、	
不動産業に至るミャンマー軍の事業基盤
に対する今までで最も重い罰則だ。
2021 年 3 月の制裁発表直後、米国国務省

は数百人の民間人が死亡したとして、
ミャンマー当局によるデモ隊に対する	
致命的な武力行使を非難した。（写真：	
2021 年 4 月にヤンゴンで発生した軍事	
クーデターに抗議するろうそく集会に
参加するミャンマー市民）
アメリカ国務省のネッド・プライス	

 （Ned Price）報道官は、「被害者の中	
には、父親の膝の上に座っている間に自宅
で銃撃され殺害された7歳にも満たな
い子供もいる。これらの憎悪に満ちた	
残虐な行為は、ビルマ（ミャンマー）
の軍事政権による自国民への攻撃の恐
ろしい性質を改めて示すものだ」と述
べた。
ワシントンの動きは米国内の企業

が保有する資産を凍結するものであり、	
ミャンマーの中央銀行と軍のトップを
対象とした一連の制裁の中では最新	
のものだった。この制裁は米国企業	
や市民がミャンマーの企業と貿易・	
金融取引をすることも禁じている。	
ロイター

2021 年 8 月上旬 IOC（国際オリンピック委員会）は、中国との政治的な緊張が続
いているにもかかわらず、香港と台湾は通常通り 2 月に開催される 2022 年冬季
オリンピックのために選手団を北京に派遣することができると述べた。
北京は 2015 年に大会開催権を勝ち取っており、IOC オリンピックディレクターの

クリストフ・デュビ（Christophe Dubi）氏は、「2015 年に彼ら（中国）はオリンピック 
憲章を尊重することを非常に明確にした。北京の開催都市契約は大会がどのような
ものになるかについて非常に明確に記しており、実際の大会が異なるものになると
いう予兆は全く見受けられない。選手団の皆様をぜひ歓迎する」と述べた。
台湾は「チャイニーズタイペイ」代表としてオリンピックに出場する。香港も 

 「中国香港」名義で中国とは別の国内オリンピック委員会を設けている。
これまで、中国の首都で開催されるオリンピックに台湾のオリンピック委員会が参加

することについて懸念が示されてきた。1997 年に香港がイギリスから中国の統治下に戻
った後、香港は広範な自治権を維持するための戦いを繰り広げている。批判的な層は香港
の自由が踏みにじられていると非難しているが、中国と香港政府はこれを否定している。
米国は 2021 年 12 月、中国北西部の新疆ウイグル自治区におけるウイグル人

やその他少数民族の大量拘束や断種などの「虐殺と人道に対する罪」を理由に、
北京冬季オリンピックの外交的ボイコットを発表した。また、オーストラリア、
カナダ、英国も米国の動きを受け直後にボイコットを発表している。ロイター

AFP/GETTY IMAGES
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科学研究機構、対外パートナーシップ
に関するセキュリティを強化する

オーストラリアの科学機関	
は国別に分析が可能な新

しいデジタルツールを使用し、
国の安全保障のために外国	
のパートナーとの協力活動を	
スクリーニングして政治的干渉
と人権侵害を探し出す予定だ。
オーストラリア連邦科学産	

業研究機構（以下、CSIRO）は、	
2021 年 3 月に議会の諜報・	
安全保障委員会に対して	
セキュリティ対策の強化について
概説した。その背景には、	
オーストラリアと中華人民共和国
 （中国）の間の外交的緊張の高
まりがある。
CSIRO のニマ・トラビ	

 （Nima Torabi）セキュリティ	
・リライアンス・エグゼクティブ
マネージャーは、「この	
1 年間で CSIRO は国家安全保障
機関と堅牢で定期的な接触を行
い、それがセキュリティの向上
につながった」と述べた。
さらにトラビ氏は、	

オーストラリア保安情報機構	
 （以下、ASIO）と共同で開発中	
のデジタルセキュリティツール
は 2021 年 5 月までに使用が開始
される予定であると述べた。
ASIO はまた、政府は	

対外協力の制限対象となる	
有害な新技術の特定を行	
なっていると発表した。

豪州研究会議（The 
Australian Research 
Council）は ASIO に対して、
連邦内務省とともに政府の	
資金提供により国内の大学で
行われるプロジェクトの審査の	
強化したと述べるとともに、
研究会議のカイリー・	

エメリー（Kylie Emery）	
マネージャーは、各研究機関
は資金提供を申し入れた者の
外国政党との繋がりを確認	
していると述べた。2020 年
12 月、豪州研究会議は	
国家安全保障を理由に 5 件の
資金提供申請を初めて却下した。
 「情勢は大きく変化している」
とエメリーは付け加える。
複数の大学関係者は、	

新型コロナウイルスの感染が
収束し国境が再び開かれた後
に留学生の受け入れ元を	
多様化する予定であると述べた。	
これは大学が中国に経済的	
に依存しすぎているためだ	
という。 
クイーンズランド大学の	

総長であり元政府外務省の	
長官であるピーター・	
ヴァージェス（Peter Varghese）
氏は「中国はより露骨に経済的	
レバレッジを使用しており、
一方的な行動が急増している」
とコメントしている。ロイター

オーストラリア

オーストラリアの科学機関 
は新しいセキュリティツール
を使用して、ニューサウス
ウェールズ州パークスの 
電波望遠鏡天文台などと 
共同研究を行う外国の 
パートナーを事前にスクリ
ーニングする予定だ。

太平洋作戦 
科学技術

カンファレンス
2022 年 3 月 7 日〜 10 日

 
共に加速する–技術革新に向けて 

科学技術コミュニティを 
加速させる

2022 年 3 月 7 日から 10 日にかけて、 
米インド太平洋軍および国防産業協会は 
ハワイ州ホノルルのヒルトン・ハワイアン 
・ビレッジとハワイ海兵隊基地で第 23 
回太平洋作戦科学技術カンファレンス 
 （以下、POST）を開催する予定です。この 
プレミア国際イベントではインド太平洋地域
における科学、技術、セキュリティの権威が
集まり、運用上の問題と課題について理解を
深めるとともに、インド太平洋地域の技術提供者 
が前述の課題に対して短期的なソリューション 
を提示する機会も設けられています。
2022 年の POST カンファレンステーマは 

 「共に加速する—技術革新に向けて科学技術
コミュニティを加速させる」で、国際的な 
参加者が自由で開かれたインド太平洋に貢献
することを奨励することを目的としています。 
近年の科学技術の加速度的な進歩は、この 
地域の競争・安全保障環境を一変させました。 
米軍が地域パートナーと協力する中、 
技術科学の共同コミュニティは、インド 
太平洋の平和と繁栄を維持するために危機感
を持って開発、実験、新技術・能力の適用 
に取り組み、技術革新を加速させる必要 
があります。

詳細については、www.NDIA.org/POST
をご覧ください。

任務の中核
を担う
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イデンティティやどこで暮らしてい
るかに関わらず、人々は皆自らが	
公正にかつ尊厳を持って扱われ、	
暴力や差別のない生活を送り、生活

の質を向上させる機会や選択肢に恵まれたいと
望んでいる。これらの権利は本質的に基本的人権
に等しい。
国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）は、	

 「人権とは国籍、居住地、性別、民族性、肌の色、
宗教、言語その他の社会的地位に関わらず、	
すべての人間に対して固有の権利である。	
すべて人は差別なく平等に人権を享有すること
ができる。これらの権利は不可分かつ相互依存的
であって、相互に連関している」と述べている。
1948 年にパリで開催された国連総会で採択

された世界人権宣言は、1999 年に世界で最も
翻訳された文書として記録を打ち立てた。これは
人権が非常に重く受け止められていることを示
している。世界人権宣言の序文は「人類社会	
のすべての構成員」の譲ることのできない権利	
として世界における自由、正義及び平和の	

基礎を定めている。世界人権宣言の第 1 条は、
人権のもうひとつの基礎として人間は尊厳を	
持って扱われること強調している。この宣言	
はまた、奴隷制度および奴隷売買、強制結婚、
不当逮捕、私事と通信への干渉を禁じるとともに
誰もが財産を所有し、他国に亡命し、意見を	
述べ、教育を受ける権利を持つことを宣誓	
している。
8 ヵ国を除きすべての国がこの世界人権宣言

に署名しており、インド太平洋地域で署名	
していない国はない。だからといって、この	
地域全体で人権に関する問題がないわけではない。
北朝鮮が良い例だ。
ニューヨークに本部を置く国際的な非政府組織

 （以下、NGO）であるヒューマン・ライツ・	
ウォッチのジョン・シフトン（John Sifton）	
アジア提唱ディレクターは、「70 年以上にわたり
北朝鮮政府は人民を圧迫し世界から孤立	
させてきた。基本的な権利の体系的な否定は、
広範囲にわたって持続的かつ深刻な貧困を引き

平和  
尊厳 

そして  

平等
国際的な取り決めの遵守を迫るため、 
各国は普遍的な人権基準を強調

ア
FORUM スタッフ
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起こしている」と述べ、「現在の状況は特に懸念を呼
んでいる。新型コロナウイルスの感染拡大を背景に、
北朝鮮の金正恩（キム・ジョンウン）最高指導者は	
食料や製品の流通に新たな厳しい管理を施すとともに、	
国内へのすべての情報の流入を停止し中国との国境を	
完全に閉鎖することでパンデミックを利用して権力	
をさらに強化しているようだ」と述べた。
これらのシフトン氏の意見は 2021 年 4 月の	

米国議会公聴会で超党派のトム・ラントス人権委員会
を前にして発せられたものだ。同委員会は「国連人権宣言
およびその他の関連する人権文書に明記されているように、
議会内外で非党派的かつ国際的に認められた人権規範
を推進、擁護、提唱する」ために創設された。 
北朝鮮に関しては他にも課題が残っている。国連の

北朝鮮の人権に関する報告書によると、「朝鮮民主主
義人民共和国で活動する国連の機関は依然としてデータ	
や情報へのアクセスの深刻な欠如に直面しており、	
人道的ニーズの評価と最も脆弱な人々への援助に課題
を残し続けている」という。
こうした事態にも関わらず、国際社会は北朝鮮	

などを舞台に人権の尊重を働きかけ、違反する国に	
行動を変えるよう圧力をかけ続けている。 
国際連合人権高等弁務官事務所（OHCHR）の 2018

〜2021 年管理計画には、「私たちを取り巻く環境は	
完全に把握できない形で変化しており、予測できない
結果をもたらしているが、人権は依然として私たちの
最も確実で普遍的な基準点であり、包括性、持続可能
な繁栄、正義、尊厳、自由、持続可能な平和への道筋
を示すものだ」と記されている。

コロナ感染拡大中に残された人権上の課題
NGO のアムネスティ・インターナショナルは、新型	
コロナウイルスが多くのインド太平洋諸国の人権状況
を悪化させたと報告した。同組織は、「一部の国の	
政府はパンデミックを利用して新型コロナウイルスに
関する情報を受け取り発信する権利を含む表現の自由
の権利を不当に制限し、批判的な意見をもみ消した」
と述べている。
アムネスティ・インターナショナルはパンデミック

が始まる以前からインド太平洋諸国の一部の政府	
はすでに人権の弾圧を開始していたと述べ、
2019 年の年次報告では、「東南アジア全体で抑圧的	

な政府がさらに勢力を強め、反対する者やメディアを	
沈黙させ、市民空間を縮小させた。それらの国の多く	
では平和的な抗議活動への参加さえも逮捕の引き金	

となるほどになった。南アジアではそれらの政府が	
以前から用いられている抑圧の手法を継続的して用	
いるための新しい方法の考案を急いでいるように見	
えた。そうした兆候は特にオンライン上の反対意見を
罰する厳しい法律の制定を通じて顕著に見られた」	
と述べた。
さらにアムネスティ・インターナショナルは、新型	

コロナウイルスの感染が拡大して以降この地域の多く
の政府が人権 NGO の運営を妨害し、人権擁護団体が	
違反行為を告発するのを防ぐ試みを続けていることを
指摘している。
加えて、中国共産党が人権擁護者や活動家に嫌がらせ、	

脅迫、拷問を加えており、しばしば「国家機密の	
漏洩」などの曖昧な罪状とともにそれらの人々を	
告発していることを伝えている。
2021 年 4 月に発行された『2020/2021 年	

アムネスティ・インターナショナル報告書：世界人権情勢
 （Amnesty International Report 2020/21: The State 
of the World’s Human Rights）』によると、「告発
された者の裁判は日常的かつ秘密裏に行われており、
弁護士に相談する権利は剥奪されていた。これらの	
人権擁護団体の多くの弁護士は移動の自由の権利を	
否定され、依頼人と会うことも事件の資料にアクセス
することもできなかった」という。
今まで中国共産党は党のイデオロギーと慣行に合	

うように人権の意味を変更しようと試みてきた。	
オンライン雑誌の『ザ・ディプロマット（The 
Diplomat）』は2021 年 2 月下旬、中国の王毅外相は
人権とはまず経済発展と安全保障に焦点を合わせ、	
最後に民主主義と自由に焦点を合わせるものであると
再定義したと報じている。中国共産党の人権にまつわる
歴史を擁護するため、中国共産党員は政治的権利	
よりも経済成長を常に強調する。 
中国が新型コロナウイルスの発生を公表する前の

2019 年後半にウイルスに関する情報を広めようとした
8 人のうちの 1 人である李文亮博士は、感染を避けるために
個人用保護具を着用するよう同僚にメッセージを送	
った後に中国共産党から叱責を受けた。李博士はその
後、新型コロナウイルスに感染し亡くなっている。
カンボジアでは、当局が団体及び NGO に関する	

法律（Law on Associations and NGOs）を利用して
人権擁護団体を違法団体として指定した。この法律	
では国内外の NGO に登録が義務付けられており、	
政府関係者への四半期ごとの報告を要求している。  
中国の内モンゴル地域では 2020 年 9 月、一部の	

 「私たちを取り巻く環境は完全に把握できない形で変化しており、
予測できない結果をもたらしているが、人権は依然として私 
たちの最も確実で普遍的な基準点である」

–国際連合人権高等弁務官事務所 
2018〜2021年管理計画
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授業の教授要件をモンゴル語から中国語に変更する新
しい言語政策に関する抗議が行われた。アムネスティ	
・インターナショナルは、数百人の抗議者が「挑発行為	
とともにトラブルを引き起こした」として逮捕されたと	
報じている。 
同 NGO はインド太平洋地域のこれらの政府に対し、	

現在の措置を撤回し、人権擁護者に対する暴力に対処	
し加害者の責任を問うよう呼びかけるとともに、	
2020 年/21 年報告書に「すべての人々が人権を効果的
に享受できるよう、人権保護団体が、罰、報復、脅迫
を受けずに業務を遂行できることが重要である」と記	
している。 

ASEAN 人権宣言
ASEAN（東南アジア諸国連合）加盟 10 ヵ国は 2012 年に	
ASEAN 人権宣言（AHRD）を採択したことにより、	
世界人権宣言へのコミットメントを再確認した。	
世界人権宣言にならって作成された ASEAN 文書では、	
次の 9 つの一般的な原則が概説されている。
1.すべての人は生れながらにして自由であり、かつ尊
厳と権利について平等である。人間は、理性と	

良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもって	
行動しなければならない。
2.すべての人は、人種、性別、年齢、言語、宗教、政治上	
その他の意見、国民的若しくは社会的出身、	
経済的地位、門地、障害またはその他の地位	
などのいかなる差別もなく、これに類するいかなる
事由による差別をも受けることなく、この宣言に掲	
げるすべての権利と自由とを享有することができる。
3.すべての人は、いかなる場所においても、法の下	
において人として認められる権利を有する。	
すべての人は、法の下において平等であり、いかな
る差別もなしに法の保護を受ける権利を有する。
4.女性、子供、高齢者、障害者、移住労働者および	
脆弱で過疎化されたグループの権利は、人権と	
基本的自由のの不可譲かつ不可分の一部である。
5.すべての人は、憲法または法律によって与えられた	
基本的権利を侵害する行為に対し、裁判所またはその
他の管轄当局による効果的かつ強制可能な救済を受
ける権利を有する。
6.すべての人は、他のすべての個人、コミュニティー	
および自身が帰属する社会に対して責任を負	

2021 年 3 月のイスタンブールでの抗議活動
中、新疆ウイグル地域における中国の人権侵
害を非難するトルコのウイグル人コミュニテ
ィのメンバー。 AP通信社
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うため、人権と基本的自由の享受は対応する義務	
の遂行と均衡が保たれなければならない。最終的に	
すべての人権と基本的自由を促進および保護することは、
すべてのASEAN加盟国の主要な責任である。
7.すべての人権は普遍的であり、不可分かつ相互依存的	
であって相互に連関している。この宣言中のすべての
人権と基本的自由は、公平かつ平等な方法で同じ	
基礎に基づき同一の強調をもって扱わなければな	
らない。同時に人権の実現は、異なる政治的、	
経済的、法的、社会的、文化的、歴史的、宗教的背景	
を念頭に置いて地域および国の文脈に基づいて	
考慮されなければならない。
8.人権及び基本的自由は、他者の人権及び基本的自由
を尊重した上で行使されなければならない。人権及
び基本的自由の行使は、他人の人権及び基本的自由
の正当な認識を確保することを目的とし、かつ、	
民主主義社会における国家の安全、公共の秩序、	
公衆の衛生、安全、道徳並びに国民の一般的な福祉
の正当な要件を満たすことのみを目的として法律	
により定められた制限の対象とする。

9.この宣言に含まれる人権と自由の実現にあたっては、	
公正性、客観性、非選択性、非差別、非対立、	
二重規範と政治化の回避の原則が常に守られなけら	
ばならない。このような実現のプロセスは人々の	
参加、包括性、説明責任の必要性を考慮しなければ
ならない。
ASEAN 人権宣言（AHRD）には、一般的な原則	

に加えて市民的および政治的、経済的、社会的、	
文化的権利、ならびに開発権、平和の権利、人権の	
促進と保護における協力に関する詳細な宣言が含	
まれる。

2021 年 4 月、選挙で選出された政府に対する	
ミャンマー軍政府のハイジャックが激しくなる中、	
フィリピンはASEAN人権宣言を援用して ASEAN加盟国	
のミャンマー（ビルマ）に国際的なコミットメント	
を喚起した。新聞『ザ・フィリピン・スター（The 
Philippine Star）』は、ASEAN 政府間人権委員会の	
会議の中でフィリピンのハイメ・ビクトル・レダ	
 （Jaime Victor Ledda）代表がミャンマーに対し	
 「民主主義、法治と善政、人権と基本的自由の尊重と	
保護の原則を遵守するよう呼びかけた」と報じており、	
その 2 日後の社説で同紙はフィリピンが独裁的な指導者	
の下で組織されていることを認めるとともに、この	
状況を「民主主義の理念を体現するものとはとてもい
えない」と呼び、
 「特にフィリピンは、ロドリゴ・ドゥテルテ	

 （Rodrigo Duterte）大統領政権下の治安部隊による	
重大な人権侵害に非難が集中している。しかし、	
ミャンマーでの殺人は凄惨だ。地域的な非難に値	
するとともに止められなければならない」と述べ、	
東南アジアの人権は大幅に改善し、市民の自由の	
尊重が同地域の発展を促進したと指摘した。ミャンマー	
軍政権はこうした特権を享受してきており、『ザ・	
フィリピン・スター』は「現在の大躍進を妨げるべき
ではない」と付け加えている。 

人権と米国の外交政策
米国のジョー・バイデン（Joe Biden）大統領は、米国	
の内外政策の中心に人権を据えることを約束した。
2021 年 3 月、アントニー・ブリンケン（Antony 

Blinken）米国務長官は「人権慣行に関する 2020	
年国別報告書（2020 Country Reports on Human 
Rights Practices）」を発表するとともに「私と	
国務省全体が非常に真剣に取り組んでいるコミットメント
だ。私たちは人権を尊重し、虐待の加害者に責任を	
負わせるために外交上のすべての手段を活用する」	
と述べた。
ブリンケン氏はさらに、「ある権利が他の権利	

よりも重要であるというような階層は存在しない」	
とした。
 「人権は相互依存的なものだ。平和的な集会ができ

ないとすれば、どうすれば組合や野党を組織し、宗教
や信仰の自由を行使することができるというのだろうか？
肌の色や性別といったアイデンティティを理由に仕事
や教育への平等なアクセスを拒否された場合、自身と
家族の健康と幸福をどのように達成することができる
というのか？」と述べた。
国務省の人権報告書では現在の傾向が誤った方向に	

向かい続けていることを明らかにしたとし、「2020 年
には、あまりにも多くの人々が残酷な状況下で苦しみ	
続けた」中国では政府当局が主にイスラム教徒	
であるウイグル人に対してジェノサイドを行い、	
ウイグル人や他の宗教的少数派や少数民族のメンバー
に対して投獄、拷問、強制断種、迫害を含む人道に対

北朝鮮難民人権協会が保護した難民の写真が韓国のソウルで展示 
されている。ロイター
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する罪を犯した」と述べた。
ブリンケン氏は中国での広範な人権侵害や暴力、	

ミャンマーでの軍事政権による虐待を繰り返し非難	
してきた。米国は依然として同盟国・パートナーと	
協力し、そのような忌まわしい行為に及んだ者の責任
を追求している。
ブリンケン氏は「一部の人々は、米国が人権を強力	

に主張することには価値がないとか、一部の国での	
虐待のみを取り上げ、国益に直接資する方法でのみ	
強調すべきだと主張している。私はそれらの人々	
は重要な点を見逃していると考えている。あらゆる	
場所で人権を主張することは、アメリカの利益	
にかなうものだ」と述べている。
また、「反対意見を歓迎し、「腐敗した職員を罰し、

労働法を尊重する国はより平和的で繁栄しており、	
社会が安定している傾向にある。また、経済が成長	
している可能性も高い」としている。
さらにブリンケン氏は「人権を尊重する政府は、	

米国とその同盟国が何十年にもわたって構築し投資	
してきた規則に基づく国際秩序を支持する傾向にある」	
と続けた。「これらの理由に加えて、より単純な	
理由もある。人々の自由と尊厳のために立ち上	
がることは、アメリカの最も神聖な価値観を尊重	
するものだ。私たちは、国内だけでなく世界中ですべての
人の自由と正義を支持することに最善を尽くす」	
とも述べている。o

ミャンマーの軍事クーデターに抗議して、ネパールのカトマンズ 
でろうそく集会を開く人権活動家。AFP/GETTY IMAGES

当局が一部の授業の教授要件をモンゴル語から中国語に変換することを
提案したことを受け、首都・ウランバートルの近くで内モンゴルの
中国の政策に抗議するためにデモを行うモンゴル人。AFP/GETTY IMAGES
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南北で異なる 
政府機構、人権、自由

国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）は人権を「国籍、居住地、性別、 
民族性、肌の色、宗教、言語その他の社会的地位に関わらず、すべての 
人間に対して固有の権利である。人権には生命と自由の権利、奴隷制 
と拷問からの自由、意見と表現の自由、労働と教育の権利などが含 
まれる。すべて人は差別なく平等に人権を享有することができる」 
と定義している。オックスフォード辞書によると、「自由」とは支障や
拘束を受けることなく、望むままに行動し、発言し、考える権限または
権利を意味する。メリアム＝ウェブスター（Merriam-Webster）は、
この定義を「選択または行動における必要性、強制、または制約の 
不在」まで拡張している。

インド太平洋地域において完璧な国は存在
しないが、この地域では人権と自由に対する	
2 つの見方がある。1 つは前述の人権と自由
の定義と理想を追求することであり、もう	
1 つは支配者の利益に資する人権と自由に	
対する独自の見解を定義することである。
私は 1950 年代生まれの韓国人として両方の
体制を経験しており、北朝鮮という非常に
危険な隣国ととなり合わせに生きてきた。

韓国の発展
私が 10 代の頃、韓国では午前 0 時から午前	
4 時まで外出禁止令があり、韓国の新聞は
監視・検閲されていた。『ニューズウィーク	
 （Newsweek）』や『タイム（Time）』などの
雑誌はページが欠落していることが多く、
文章は黒インクで消されていた。警察は私
たちのカバンの中を定期的に検査したが、
政府について批判的なコメントをした人々
はいつも不安に怯えていた。労働組合は	
弾圧され、政治的自由は最低限のものに	
制限される中、一部の人々は米国が韓国	
の救援に来ることを祈り、ある人々は	

米国が韓国の救援に来ないことを非難	
していた。
大きな変化が起こったのは 1980 年代と

1990 年代のことで、同時期に韓国軍政権は	
社会への執着を緩めた。これにより外出禁止令	
がなくなり、経済が成長し政治に変化	
をもたらした。8年間の統治の後、全斗煥	
 （チョン・ドゥファン）大統領は盧泰愚	
 （ノ・テウ）氏に権力を譲り渡した。盧氏は
元軍事キャリアの将軍だったが、権力の移
行により最終的に 1993 年にキャリア政治家
である金泳三（キム・ヨンサム）氏が	
大統領に選出されるに至った。1980 年代以降、
韓国は自由、民主主義、人権の理想を追求
する自由で時おり混沌とした民主主義国家
となっている。政治的変革による経済発展
は韓国人に富と繁栄をもたらすとともに、
地域の発展と繁栄に貢献した。韓国は富の
格差と急速な社会変動がもたらした不平等
の解決に努めている。韓国の決断にいくらか
懸念はあるものの、自由と人権の価値	
はこのようなプロセスを通じてしか達成	
できないことは間違いない。自由は他者との	

それぞれの事情
南北朝鮮

全仁釩（チョン・インボム）/元大韓民国軍中将（退役）
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韓国坡州市の非武装地帯付近にある臨津閣
 （イムジンガク）を取り囲む有刺鉄線。 
一部の韓国人により軍事フェンスに平和
と統一を求めるメッセージが書かれた 
リボンが貼られている。GETTY IMAGES
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相互尊重を超えて制限されるべきではなく、	
この前提に基づいて韓国は、固有の危険を伴	
いながらも社会が急速に自由社会に発展	
できることを示すとともに安全で安定した環境	
がこのような進化を可能にすることを示	
している。

対照的な北朝鮮   
一方、ソウルから北へわずか 64 キロメートルのところには
北朝鮮がある。1948 年の建国以来北朝鮮を率いて朝鮮
戦争を勃発させたのは、悪名高い金日成（キム・	
イルソン）だ。戦争に敗北したにもかかわらず、	
金はこの失敗を政治的クーデターに変換し、政敵とその
家族全員を処刑することで毛沢東やスターリンによく似
つつもはるかに優れたカルトを作り上げた。金は自身の
イデオロギーを確固たるものとするために宗教的教義と
儒教的価値観を利用した。1960 年代と 1970 年代に	
北朝鮮の経済は韓国の経済よりも高い生活水準を達成	
できたため、金の独裁政権は優位に立ったように思われた。
独裁政権は迅速な結果を達成するために資源と人材を	
集中させることができるが、社会の可能性を最大限に	
発揮させることは決してできない。朝鮮半島では南北の
対比がそれを証明している。
金正恩氏が最初に犯した間違いは、米国を脅威と	

認識し、韓国をアメリカ人の傀儡として描くことだった。
これは金氏の政治的目標の達成には役立ったものの、
米国との将来的な機会を犠牲にすることになったため、
北朝鮮は経済を犠牲にして軍事産業に投資する道を
歩むこととなった。現在でも、軍事第一主義の政策
が北朝鮮の中核をなしている。

基準と照らし合わせる
北朝鮮の人権と自由について客観的な見解を持	

つためには、国連の調査結果とその分析	
において国連が適用する基準を参考にする。
最初の基準は公開処刑だ。国全体を支配するために、	

北朝鮮は国民に絞首刑、銃殺刑、焼刑などの処刑に
出席するよう命じている。銃殺部隊に関しては、	
罪状に応じて3人から9人以上の範囲で規模が決	
まるようだ。「偉大な指導者」を裏切るという究極
の犯罪を犯した者は、大口径機関銃による銃殺に処	
される。これは北朝鮮の現独裁者である金正恩氏	
の叔父・張成沢（チャン・ソンテク）氏が辿った	
運命でもある。 
第 2 の基準は強制収容所の運営だ。強制収容所	

に収容された者は裁判の有無にかかわらず、社会	
の一部ではなくなり公式の記録に存在しなくなる。
これにより被収容者は恣意的に処刑される恐れがある。	
外部との接触は禁じられており、食事や医療は提供
されない。つまり収容者は自活しなければならない。	
1 日に 12 時間の強制労働は当たり前で、加えて少	
なくとも1時間の政治教育が施される。北朝鮮	
はこれらの収容所の存在を否定しているため改善の
望みはない。 
第 3 の基準は国民の分類だ。すべての北朝鮮市民	

は、国民をコア、ベーシック、コンプレックスの	
3 つのカテゴリーに分類するスン・ブン（Sung-
Bun）と呼ばれる社会システムの対象となっている。
3 階級システムは朝鮮戦争後に金日成により制定	
された。このカースト制度は、教育、職業、兵役、
朝鮮労働党への加盟、結婚、食料供給など、生活	
のほぼすべての分野において個人の将来を決定	
するものだ。個人の階級を決定する主な要因は、	
1945 年に朝鮮半島が解放された時の個人の先祖の
社会経済的背景、朝鮮戦争（1950 年-1953 年）中の	
先祖の活動内容、中国・韓国に親戚がいたかなどだ。

2021 年 4 月、ソウルの銀行でモニター 
を見る通貨トレーダー。韓国の経済規模 
は世界第 10 位であり、北朝鮮の経済規模
をはるかに上回る。AP通信社
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もちろん外国とのつながりは個人のステータスに悪
影響を及ぼす。 
この 3 階級の中で最も恵まれており、人口の最

大28% を占めるコア階級には職業革命家、北朝鮮
で働いたり戦ったりして亡くなった「戦争英雄」の
子孫、農民や農民家庭の子孫が含まれる。最も多く
の人が属するのは、地位上昇の機会がほとんどない
ベーシック階級（または不安定な階級）だ。人口の
約 45% がこの階級に当たり、以前中国または韓国に	
住んでいた人々、韓国に渡った親族のいる人々、	
小規模商人の家族などが含まれる。人口の約 27% が占	
めるコンプレックス （または敵対的）階級は最も	
制限が多く、社会的利益を享受することはほとんど
できない。この階級には地主、資本家、宗教家、	
政治犯、または反政党的と判断される人物の子孫が
含まれる。 
第 4 の国連の基準は移動の自由の不在である。北朝

鮮では生まれた行政区や都市の外に移動することはほ
ぼ不可能で、移動手段の欠如も問題の 1 つだ。バス、
列車、航空機が利用可能であっても北朝鮮人は許可
無しに自分の地区以外を移動することはできず、許
可を得ることは困難となっている。 
第 5 の基準は宗教の自由の不在だ。20 世紀前半の

日本による朝鮮占領時代、現在の北朝鮮の首都であ
る平壌には朝鮮半島で最も多くのキリスト教徒がい
た。北朝鮮の憲法は宗教の自由を保障しているが現
実には金正恩氏を唯一の神としている。 
第 6 の基準は生存権だ。政府には国民を食べさせ

る力がなく、国民は自活を強いられている。1990 年
代半ばから後半にかけて 100 万人近くの北朝鮮人が餓死
しが、政府は救済措置を講じなかった。これは、北朝
鮮の体制の残酷さとしぶとさを示している。北朝鮮は
スン・ブン、強制収容所、そして残酷な公開処刑を

組み合わせた独自のシステムにより、こうした恐怖
使い生き残ってきた。  
最後の基準は教育や職業の選択の自由の不在だ。

朝鮮労働党は、すべての市民の将来を出生児のスン・
ブン階級または賄賂の大きさによって決定する。北朝
鮮社会は国民に平等な機会を提供しておらず金一族に
繁栄をもたらすためだけに機能している。

負の影響
北朝鮮は独裁者や独裁主義のお手本となっており、
これはインド太平洋地域だけでなく世界にとっても
究極の課題だ。北朝鮮の指導部が生き残るとすれ
ば、その国民をコントロールする手法を模倣する人
々が現れるかもしれない。
北朝鮮の指導部は外国の脅威から身を守るため

に核兵器を保有しなければならないと主張している
が、これは政権が自国民を支配し内部の脅威から身
を守るために大量破壊兵器を必要としているからで
ある可能性が最も高い。そのため、金正恩政権下で
非核化が達成されることはなさそうだ。また、核兵
器がそのような絶対的な独裁政権の手に渡る危険性
も強調されている。
北朝鮮における自由の欠如と人権の蹂躙は無視で

きないが、北朝鮮はそれは文化の問題であり、北朝
鮮には国民のニーズに特有の異なる自由と人権の基
準があると主張している。北朝鮮を訪れる人々の中
には、無知や洗脳からくる幸福を目の当たりにし、
北朝鮮の主張が本当であるかもしれないと考える人
もいるが、そうした人々でさえ北朝鮮での生活を志
願することはほとんどない。
人権と自由は、自由社会の本質を定義するもの

だ。だからこそ、北朝鮮だけでなくすべての国家の
人権と自由が重要である。o

首都ソウルを含む韓国は、朝鮮戦争
以降主要な工業国として繁栄してきた
が、北朝鮮は依然として国民を養う
ために奮闘している。ロイター

 「彼らが最初に共産主義者を狙 
ってきたとき、私は共産主義者 
ではなかったので声を上げなかった。
それから社会主義者を狙ってきたとき、 
私は社会主義者ではなかったので声を
上げなかった。それから労働組合員を
狙ってきたとき、私は労働組合員 
ではなかったので声を上げなかった。
それからユダヤ人を狙ってきたとき、
私はユダヤ人ではなかったので声を上
げなかった。そして私を狙ってきたとき、
私のために声をあげる者は誰一人残 
っていなかった」
– マルティン・ニーメラー（Martin Niemöller）、 
ドイツの神学者、ルター派牧師
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ミャンマー騒乱
軍事クーデターがインド太平洋の 

戦略競争に及ぼす影響
ミーミー・ウィン・バード（MIEMIE WINN BYRD）博士／ダニエル・K・イノウエ・アジア太平洋安全保障研究センター

写真：AP通信社

FORUM によるイラスト
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2010 年 11 月にドー・アウンサンスーチー（ド
ーは敬称）が軟禁から解放された後、多くの
人々はミャンマー（ビルマ）軍による手のひ
ら返しの可能性を危惧していた。2021 年 2 月

1 日、夜明け時に軍が支配権を掌握し、民主的に選出
された国民民主連合（NLD）党首を含む国民民主連合	
 （NLD）党の文民指導者を逮捕したことで、この懸念は
現実のものとなった。
それ以来、国は混乱に陥り、国民は民主主義の回復

と 2020 年 11 月の選挙結果の尊重を求める大規模なデモ
を展開している。2015 年を再現するように、国民民主連合
は地滑り的に選挙に勝利した。全国に抗議デモが広	
がる中、ミャンマーの武装勢力と治安部隊は平和的	
な抗議者に残虐行為を行い、夜襲作戦で自宅にいる	
人々を逮捕した。治安部隊による非人道的な拷問や武器	
の使用により、3 ヵ月足らずで 700 人以上の民間人が
殺害された。軍は 2021 年 10 月 11 日までに 8,867 人	
の抗議者を逮捕しており、7,196 人以上が依然として	
拘束されている。これまでに殺害された人々は	
約 1,164 人にのぼる。新型コロナウイルスはミャンマー	
全土で急速に拡大し、国連は 8 月中旬までに 5,400 万人	
の人口の半分が感染すると推定した。軍事政権は新型
コロナウイルスによる死者に関する正確なデータを	
収集する能力がなく、またそのことに意欲的でない。
国際社会がミャンマーでの人権侵害に対して正当

な非難を表明する中、中華人民共和国（以下、中国）
はこの危機を利用して経済的、外交的、軍事的な	
利害関係を強化し、軍事政権に命綱を投げかけた。

権力の掌握を狙う中国
軍事クーデターにより、中国共産党は苦境に立	
たされている。中国は、ミャンマーのアウンサンスーチー
氏が率いる文民政府の方がミャンマー軍よりも信頼性	
が高いと判断した。なぜならミャンマーの指導者	
たちは貧困緩和と雇用創出を優先したからであり、	
これは中国の一帯一路政策と一致するためである。	
クーデターが発生した際、中国政府は文民主導の政府	
との恒久的な二国間関係を構築しようとしていた。
中国は文民政府との取引を望んだが、ワシントン

DC に拠点を置くシンクタンク、スティムソン・	
センターの上級研究員であるユン・サン（Yun Sun）
氏はナショナル・パブリック・ラジオ（National 
Public Radio）に対して「中国政府は、結局のところ、	
武器を持ったビルマ（ミャンマー）の軍隊が最終的な権力
を握っていると考えている。軍は銃を持っているため、	
中国はビルマ（ミャンマー）軍が最終的に勝利する	
可能性を捨てていない」と述べた。中国政府の実際主義と	
ミャンマーとのビジネス的な関係が今後の明暗を分	
けることになる。中国はクーデターの非難を拒否し、
軍事政権に対する国連安全保障理事会の重要な決議を
阻止した。
中国はミャンマーをインド洋に伸びる陸橋と見	

なしており、ミャンマー回廊の保護と管理は中国政府の	
外交政策にとって依然として非常に重要だ。この認識
と野心は、中国の内陸部（現在の雲南など）から	
ミャンマーを経由して海に至るルートを探し求めた	
中国初期の探検家たちに遡る。

2021 年 4 月、クーデター 
に抗議してミャンマーの
首都ヤンゴンに集結する
人々。
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さらに、ミャンマーは中華人民共和国のマラッカの	
ジレンマに代わる戦略的代替手段を提供する。中国は狭	
いマラッカ海峡に依存しており、その海運とエネルギー	
供給のほとんどはこの海峡を通過しているため、米国
との戦略的競争において大きな脆弱点となっている。	
中国政府は、ミャンマー回廊への無制限のアクセスがこの	
脆弱性を是正するための鍵であると考えている。さらに、
2,000 キロメートルを超えるミャンマーの海岸線	
 （マラッカ海峡の西側の入り口に位置している）から	
直接インド洋にアクセスすることで、中国は競合他国
よりも大きな商業的優位性を得ることができる。
これが実現すれば、中国は南シナ海に建設した人工島	

を介して海峡の東部を、ミャンマーを介して海峡の	
西部を支配することができる。前軍事政権に厳しい	
制裁を課すビルマ自由民主法が 2003 年にアメリカ議会	
で可決された後、中華人民共和国はこの機会を利用	
してミャンマーに圧力をかけ、ミャンマー西海岸に	
チャウピュー（Kyaukphyu）と呼ばれる深水港と、	

そこから中華人民共和国雲南省に至る石油とガスの	
二重パイプラインの建設を認めさせた。これは、中国
にマラッカのジレンマに対する重要な戦略的代替案の
基礎を初めて提供する非常に画期的なものだった。

失われたミャンマー 
ミャンマーは 2012 年から 2017 年の比較的短い期間	
にわたって西側諸国と再戦を繰り広げた後、再び西側諸国
にパーリア国家（国際社会から疎外される国家）として
指定されるに至った。アウンサンスーチー氏はロヒンギャ・
ムスリムの少数民族に対する軍の無慈悲な攻撃により
非難を受け、直後の国際的な制裁措置はミャンマー	
をさらに孤立させた。
中国はミャンマー軍の残虐行為に対する非難を好機

とみなし、西側諸国によるミャンマーへの同調圧力に
後押しされ、ミャンマーへの影響力とアクセスを回復
した。このことを示す明確な指標は、国際司法裁判所
がミャンマーにロヒンギャ族の虐殺を防止するよう命

2021 年 3 月、マンダレーで数百人 
のバイク乗りがミャンマーの軍事 
クーデターに対する抗議活動を行った。

中国はミャンマーをインド洋に伸びる陸橋と見 
なしており、ミャンマー回廊の保護と管理は中国政府の 

外交政策にとって依然として非常に重要だ



2021 年 4 月、ビルマのヤンゴン 
で行われた軍事クーデターに対
する中国の支援を批判するデモ
に参加する人々。

じた前夜の 2020 年 1 月に中国共産党の習近平総書記が
ミャンマーを訪問したことだ。ミャンマーを通じて	
インド洋への裏口を確立したいという中国政府の思惑は	
現実のものになりつつあったが、2021 年 2 月 1 日早朝、	
アウンサンスーチー氏が率いる国民民主連合（NLD）
が議席獲得の準備を整える中で軍事クーデターが	
発生し、ミャンマーの民主主義実現の夢は終わりを告
げた。クーデターの公式な理由は選挙不正とされ、	
西側の批判によりスーチー氏の軍事への対抗能力は	
損なわれていた。そもそも 2010 年に軍が	
民主主義を翻弄しながらも
スーチー氏を容認したのは、	
中国への依存を減らす必要
があったからだ。軍事指導者	
は、スーチー氏を釈放し	
 「規律ある民主主義」の道を
歩むことで西側諸国の関与
を引き込むことができ、	

ミャンマーは中国に対する依存から脱することができると	
信じていた。
しかし、西側のスーチー氏への支持が減少し中国	

も後退すると、軍部はスーチー氏の有用性と民主主義
のなりすましに価値を見出さなくなった。以前の	
軍事政権が中国の二重パイプラインとダムの建設を認め、
森林の枯渇を許容し、ミャンマーの多くの土地の権利
を中国の採掘産業に譲渡したのにも関わらず、現在の
軍事政権は文民主導の政府よりも上手く中国を管理	
できると認識していた。さらに、軍事指導部は過去に



22 IPD FORUMFORUM

中国が支援したこのようなプロジェクトから潤沢な恩
恵を受けたが、民主的な政府の下ではそうした恩恵は
受けられたかった。
反クーデター抗議運動が続く中、軍はそれまでの

暴動で用いてきた戦略により指導者たちを刑務所に収
監し、抗議者を叩きのめして服従させ、市民に恐怖を
与え、騒動を起こす者を可能な限り都市から国境地帯
や国外に追放した。都市を支配下に置いた後は勢力を
集中させ、国境地域での掃討作戦を実施することで、
軍は以前機能した戦略により 2021 年のクーデターを
成功させた。

民主派と反クーデター運動
クーデターから 3 日後、Z 世代の若者たちはミャンマー
国民を率いて街頭で抗議活動を行い、映画「ハンガー・
ゲーム」で有名になった 3 本指敬礼を抵抗の象徴として
用いるとともに、大小様々な地域に住まう何百万人	
もの人々が投票を尊重し、民主主義を回復するよう	
公的かつ平和的に軍事政権に求めた。その中の多くが
国民民主連合（NLD）の旗を掲げ、連合のロゴを着用

していたが、デモの焦点は党政治ではなく民主主義体制
の回復と軍事的専制主義の非難に置かれていた。公務
員の多くは市民的不服従運動の形でストライキを行い、	
医療・教育部門が先陣を切った後、官僚機構全体	
さらには民間部門の一部にまで広がり、経済の停滞を	
引き起こした。
全国的な抗議活動が続く中、ミャンマー軍と治安部

隊は致命的な作戦を展開し、住宅地を夜間襲撃した。
無差別な殺害と逮捕が国民の怒りと不平を呼び起こ
す中、ミャンマーの人権に関する国連の特別報告者で
あるトム・アンドリュース（Tom Andrews）氏は「
軍政に対する反感は深く広範囲にわたっており、こ

れは今まで見られなかったことだ。あらゆる年齢、民
族、社会的・経済的グループの人々が反対のために立
ち上がり前例のない規模で国を統一した」と報告し
ている。

民族の団結
治安部隊の執拗な攻撃を受けて少数民族武装勢力（以
下、EAO）が支配する国境地域に逃げ込んだ都市部の
抗議者の多くは、治安部隊の残虐行為に対抗するた
め EAOから訓練と武器を受けとった。
2021 年 2 月の最初の週には、逮捕を逃れた	

ミャンマーの議員、政治家、閣僚の10人以上にのぼる
グループにより連邦議会代表委員会（Committee 
Representing Pyidaungsu Hluttaw、以下CRPH）が
結成された。委員の多くは EAO の保護下にある EAO
支配地域から活動している。アンドリュース氏が指摘
したように、この危機はビルマの多数派民族と少数派
民族の間に並外れた協力と団結を生み出した。
以前に分離主義者の反乱組織と見なされていたカ

レン民族同盟傘下のカレン民族解放軍やカチン独立機
構傘下のカチン独立軍などのより大き
な武装組織は、ビルマ多数派による正
当な自衛軍へと変貌した。EAO 合同軍
は総勢 8 万人以上と推定されている。
騒動から 8 ヵ月が経過したが、軍

事政権に対抗し民主主義を回復する努
力は衰えを見せていない。CRPH はま
た、前例にないほど多様な民族的背景
を持つ代表者たちからなる包括的な政
府・国民統一政府 （NUG）を形成した。
国民統一政府の主な取り組みは、民主
主義の回復と「連邦民主連合（federal 
democratic union）」の設立を主導す
ることである。現地レベルでは、EAO
と人民防衛軍の間で比類なき協力が行わ
れ、ミャンマーの多数派からの明確な
政治的支援により、軍事政権に対抗す
る強力な同盟関係が築かれている。多数
の離脱者、戦死者、新型コロナウイルス
による死亡者に直面するミャンマー軍
の能力は限界に達しており、ミャンマ

ーの脱植民地化後初めて、その持続能力に陰りが見え
ている。 

将来の展望
ミャンマー危機の結果は予測が難しく、多くの要素が
複雑に絡み合っている。しかし、10 年にわたる民主主義
と自由の時代を経た今、デモ参加者は過去に持ってい
た以上の能力、認識、世界中にはりめぐらされたネットワ
ークを持っており、国内外で人材や資源を獲得するこ
とで自らの活動を支援することができる。民族・宗教
団体間のこれまでにない協力関係も国民に有利なダイ
ナミクスを生み出しており、女性は民主化運動や反ク

2021 年 4 月、ヤンゴンで開かれたミャンマー軍に対する抗議デモの最中に殺害
された人々のために祈りを捧げる集会で、抵抗の象徴である3本指敬礼を行う反
クーデター抗議者。
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ーデター活動においてより大きな主導的役割を果たして
いる。ミャンマー亡命政府は技術的知識の提供および	
政治・経済的支援を行っており、ミャンマー軍は国内外
からこれまで経験したことのないレベルの抵抗を受	
けている。騒動から 3 ヵ月以内に国民統一政府が形成
されたのは注目に値することであり、ミャンマー	
亡命政府の援助を受けた CRPH は東南アジア諸国連合、
国連、その他多くの国々に軍事政権を正当なものとして
認めないよう説得することができた。
しかし、西側諸国の制裁により軍事政権が孤立

する中でも、こうした活動は政権に政治犯を釈放さ
せ、殺害を阻止し短期間で民主主義を回復させるの
に十分ではない。ミャンマーに対する最大の投資国で
あり北部で国境を接する中国は、軍事政権に対して
影響力を持つ唯一の主要国だ。軍事政権が孤立化する
につれて中国への依存がさらに強まる可能性があるが、
クーデターから 8 ヵ月が経過した今もなお、軍の指
導部は国と国民の多数派を支配下に置くために奔走
している。軍事政権の長期的な存続が不透明になる
中、中国は賭けに出る準備を始めた。『ザ・イラワ
ディー（The Irrawaddy）』はウェブサイト上で、中
国は国民民主同盟の党首陣に接触し、国民民主同盟を
含むミャンマーの4 政党による党首会議を開催したと
報じた。 
今回のクーデターは中国政府にとってミャンマーをよ

り厳しく取り締まる契機となるが、ミャンマー国内外
で反中感情の大きな波が勢いを増している。抗議者の
中にはミャンマーにおける中国所有の企業とインフラ
投資の破壊および中国製品のボイコットを求める者もい
るが、米国とその同盟諸国はそのような活動を支持して
いない。ミャンマーの首都ヤンゴン郊外にある中国企
業の工場が放火の被害に遭い、ミャンマー亡命者の多
くが世界中の中国大使館の外でデモを行う中、中国は
ミャンマー市民との関係に深刻な問題を抱えている。

戦略的競争関係
中国の問題は米国に機会をもたらしている。ミャンマ
ーの人々が軍に民主主義の回復を強制させること
ができれば、中国は最終的に敗者となるためだ。し
かし軍事政権が勝利したり、ミャンマーが国家と
して破綻した場合、中国は恩恵を受けることとな
る。軍事政権は中国をよりよく管理できると信じてい
るが、この認識は史実によって裏付けらるものでは
ない。ミャンマー国民が優勢となり民主主義を勝
ち取ることができれば、その衝撃は香港、台湾、
そしてミルクティー同盟（民主化連帯運動）の各
メンバーまで伝わるだろう。ミャンマーは東南ア
ジア本土に残された最後の民主主義国家である。
そのため、ミャンマーはインド太平洋地域におけ
る民主主義の最前線となっている。o

2021 年 4 月、インドネシア 
のジャカルタで開かれた 
ミャンマーの軍事クーデター
に反対する集会に参加 
するサイクリスト。
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テロと

悲劇
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中国共産党のウイグル人との戦いは 
今後のテロ対策に大きな影響を与えている
ショーン・ロバーツ（SEAN ROBERTS）博士
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ウイグル人の文化的虐殺は、テロの脅威
がウイグル人全体の中に存在するという
根拠のない仮説によって正当化	

されてきた。しかし、中国がテロに対する戦争
を一度も宣言していないことを考えると、	
中国によるウイグル人のアイデンティティ解体
が今まさに行われているという中国の主張に	
反する問題を問うのは当然のことだ。結局	
のところ今日のウイグル人に対する文化的虐殺は、
テロ対策ではなく中国によるウイグル人の故郷
の植民地化を意味する。
このことは紛れもない事実だが、中国がウイグル	

人を「テロの脅威」とみなし、ウイグル文化が	
 「過激主義」に汚染されていると非難しなければ、
この状況が容易にジェノサイドという極端な	
状況にエスカレートすることはなかっただろうと	
考えている。ウイグル人がもたらしたとされる
脅威に関するこれらの主張は、中国が自身の	
行動に対する国際的な批判をそらすのに大いに
役立ち、中国がいかに罰則を免れて文化的虐殺

を行えるかを知らしめることとなった。
2019 年 10 月、国連総会は新疆ウイグル自治区	

での中国の行動を重大な人権侵害として非難する	
英国の強制力を伴わない声明を検討し、23 ヵ国	
の支持を得た。その直後の反応として、ウイグル	
地域での中国の行動は危険なイスラム過激派と
テロリストの脅威に対抗するための適切で	
人道的なアプローチであるとするベラルーシの
声明を 54 の国々が支持した。人権侵害を非難	
する拘束力のない声明に対する中国と 54 ヵ国の
強い連帯は、中国が国際機関とその立場を利用	
して自国の政策的立場に沿った投票をするように	
各国に圧力をかけることを可能にしてきたことを	
示している。
私は、これら 54 ヵ国の国連代表者のほぼ全員	

がベラルーシの声明を真実だとは信じておらず、	
自国の利益のために中国を擁護したと見ている。	
しかし中国がテロとの戦いを主張し、それにより
人権の停止はやむを得ないという暗黙の前提	
がなければ、中国を擁護することはより困難	

2021 年 3 月、イスタン
ブールにて、中国共産
党による新疆ウイグル 
自治区の人権侵害に 
抗議するデモに参加 
するトルコ在住の 
ウイグル人。AP 通信社



アナリストによると、中国北西部 
の新疆ウイグル自治区にあるこの
施設は少数民族が拘束されている
収容所で、その大半がイスラム教
徒である。AFP/GETTY IMAGES

新疆ウイグル自治区の人口

北京

アクス
地区 新疆ウイグル自治区

カシュガル 
地区

中国

ウイグル人人口
 （単位：千人）

1～199

200～399

400～599

600～799

800～1,000

出典：BBC
FORUM によるイラスト

中国北西部の新疆ウイグル自治区には約 1200 万人のウイグル 
人がおり、大半がイスラム教徒である。 人権団体によると、 
中国政府は過去数年間に 100 万人以上のウイグル人を 
再教育キャンプに収容してきた。イギリスのドミニク・ラーブ 
 （Dominic Raab）元外相は、ウイグル人の扱いは「最も基本的
な人権に対する驚くべき侵害」に相当すると述べている。 



27IPD FORUMFORUM

になっていただろう。さらに、対テロ戦争という	
論理の生政治的性質は、中国による文化的虐殺の	
実行方法に影響を与えてきた。
中国政府はウイグル民族によるテロの脅威に直面	

していると主張し、民族全体をテロの容疑者として	
標的にすることでウイグル人に対する権利停止を正当化	
している。さらに中国は、テロ戦争の論理を利用して
宗教的過激主義という曖昧な定義に基づくイデオロギー	
を脅威の根源とすることで、過激派思想に汚染	
されたとするウイグル文化そのもの、特にその	
宗教的側面を犯罪とみなす権利を享受してきた。
これにより中国は定住者の入植という、より漸進的	

なアプローチを捨て、明確に虐殺の道を歩むことになった。
入植は市場主導で漢民族をウイグル地区に移住させる

手法で、最終的にウイグル人を圧倒し過疎化させる	
可能性をもっていた。これは 1990 年代後半〜2000 年代前半	
の中国とウイグル人および彼らの故郷との関係を方向付	
けるものであり、中国が非人間化と文化・民族的	
プロファイリングという対テロ戦争の論理に誘惑	
されていなければ同様の施作を続けていた可能性がある。
これは結果的にジェノサイド戦略とほぼ同様の効果	
があるため、中国は対テロ戦争に関係なくウイグル	
人の故郷を植民地化しようとした可能性が高いが、	
テロリズムの名目により作り上げられた対テロ戦争	
という口実がなければ、これほど急速かつ暴力的に	
実行される可能性があったとは想像しづらい。
このような背景から、ウイグル人が中国国内で	

直面している危機は時間の経過と状況変化に伴う	

EU 衛星プログラム「コペルニクス」 
が撮影した新疆ウイグル自治区 
ダバンチェン近郊の収容所。
近年、新疆における収監率が 
急増しているのに伴い、収容所
の中には刑務所に転用または
拡張されているものもある。
AP 通信社

2017 年 1 月 31 日 2019 年 1 月 31 日 2021 年 1 月 31 日

新疆ウイグル自治区のホータン
地区の市場で子供を抱くウイグル
人の女性。AP 通信は大量断種
がウイグル人の出生率に影響
を与えた可能性があると報告
している。
AFP/GETTY IMAGES



カシュガル旧市街の 
フルーツスタンドで客を 
待つウイグル人の女性。 
カシュガルは長い間、 
主にイスラム教徒の住民 
にとって新疆ウイグル文化 
の中心地と考えられてきた。
AFP/GETTY IMAGES
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対テロ戦争の本質変化の良い例であるといえる。
このつかみどころのない戦争が勃発してから 20 年

が経過した今、対テロ戦争という口実は、移住者の	
入植、民族浄化、文化的虐殺という新たな作戦を支	
える実証済みのツールに発展しているようだ。ビルマ
のロヒンギャ人も中国のウイグル人と同じ運命を辿	
ってきた。今回の分析結果だけを見ても、この漠然とした
定義に基づく長期的な戦争に終止符を打つ必要があるのは
明確だ。戦争を終わらせる唯一の方法は、国際社会が
テロの概念そのものを再構築することである。
これには、テロをどのように定義・識別するかという	

客観的な定義を国際的に採決する必要があるが、	
そうすることでテロという言葉の恣意的な使用を無効
にし、将来に非国家主体が関与する戦争が起きた際の
交戦規則を確立できる。今日の国際社会において	

テロリズムの定義に関する国際的な合意をとりまとめるのは
不可能かもしれないが、この問題に取り組まなければ
人間の残虐行為を助長し続ける「永遠の戦争」に	
終止符が打たれないのはほぼ間違いない。 

ウイグル危機の緩和
対テロ戦争を終わらせることはウイグル人が直面	
するような将来の悲劇を防ぐために大いに役立	
つかもしれないが、残念ながらウイグル人の故郷で	
進行中の文化的虐殺にはほとんど影響を与えない。	
この文化的虐殺の風潮を阻止するには、一致団結して
持続的な圧力を中国にかけることが必要だ。残念	
なことに、これまでほとんどの国はウイグル人の扱	
いについて中国を公に批判する気がないか、公に批判
しても多くの人に認知されないかのどちらかで、	

新疆ウイグル自治区の再教育キャンプと思われる
施設の近くで、警察の検問所を通過するのを待
つ人々。AFP/GETTY IMAGES

対テロ戦争という口実は、移住者の入植、民族浄化、 
文化的虐殺という新たな作戦を支える実証済みの 

ツールに発展しているようだ



30 IPD FORUMFORUM

2019 年 12 月に香港で中国のウイグル少数民族を支援する 
集会が開催された後、警察はデモ参加者を拘束した。  
AFP/GETTY IMAGES

2019 年 12 月に香港で開催された集会の際、新疆ウイグル自治区、 
チベット、香港における中国の人権侵害に関する落書きが舗装路上 
で目撃された。新疆ウイグル自治区で弾圧されるウイグル系 
ムスリム少数民族と同様、機動隊が団結集会を解散したことで 
香港の民主化運動は苦境に立たされている。AFP/GETTY IMAGES

これはほとんどの場合、中国が世界中で影響を与える	
国際的な経済力に起因する。
例えば中国国内のウイグル人の境遇について	

公式に懸念を表明したイスラム教国はないことは	
注目に値する。市民や共産主義者が新疆ウイグル	
自治区の強制収容所に送られたと伝えられるカザフ
スタンやキルギスでさえ沈黙している。トルコ政府
はこの問題に関していくつかの批判的な声明を発表
しているが、これらの声明に基づく実質的または	
公式な外交措置は講じていない。さらに国連総会	
での投票が示すように、国連とその加盟国はこの	
問題について真剣な議論を始めることができなかった。	
これは特に国連のプロセスにますます精通する	
中国が自国の政策や行動に対して長期的な批判を受
けないようにプロセスを利用していることからも明
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らかだ。中国におけるウイグル人の状況に言及した
国はすべて自由民主主義国家であり、
オーストラリア、日本、多くのヨーロッパ諸国、

米国、その他のいくつかの自由民主主義諸国は、	
ウイグル人の故郷で進行中の状況に大きな懸念を	
表明している。 
しかし、対立関係により双方の国が同様の	

損害を受ける可能性があるため、自由民主主義国は
中国に対する唯一のレバレッジである経済的関与に	
後ろ向きだ。こうした状況から他の国々がウイグル	
人の故郷での行動を改めるよう中国に圧力をかける
ことができる、あるいはそのことに意欲的であると
期待することはできない。したがって、現時点で	
中国に大きな圧力をかけることができる唯一の実際
の行動は中国を標的として経済的に真のレバレッジ
を生み出すことができる草の根運動に限られる。
このような活動の先駆けである 1980 年代の反	

アパルトヘイト運動では、世界中の人々が南アフリカ	
政府のアパルトヘイト政策をボイコットするための
協調的な取り組みに参加し、大学と年金基金に	
南アフリカ企業への投資撤回を呼びかけ、国際企業に	
同国での事業を停止するよう圧力をかけた。中国製品	

の完全なボイコットは中国の生産業に大きく依存	
する今日の世界経済では実現が困難だが、その	
試みは実を結び始めるかもしれない。同様に主要な	
ファンドや機関投資家に中国株からの投資を引き下
げるよう呼びかける取り組みは、特に世界的な連帯
を伴う場合に影響力を与える可能性がある。
このような取り組みは、中国で事業を行う国際的

な企業、特にウイグル人の故郷で事業を展開している
企業またはウイグル人の強制労働者を雇用している	
サプライチェーンを狙い打ちすることもできる。最後	
に大事な点は、このような草の根運動など、この問題に	
対して行動することがウイグル人の運命だけを左右	
するものではないということを人々に知らせる必要	
があることだ。こうした活動は、人権、プライバシー、	
多様性の価値が脅かされる世界においてウイグル人	
の文化的虐殺が人々にどのような命運をもたらすかを
決める前例となるものでもある。o
この記事は 2020 年 9 月にプリンストン・ユニバーシティー・プレス（Princeton 

University Press）から出版されたショーン・ロバーツ（Sean Roberts）博士の著書 

 『対ウイグル戦争ームスリム少数派に対する中国の国内キャンペーン（The War on the 

Uyghurs: China’s Internal Campaign against a Muslim Minority）』の一部を抜粋し、 

 『FORUM』のために再編集したものです。

新疆ウイグル自治区の 
ホータン地区にある小 
さな工房で働くウイグル 
人女性。AFP/GETTY IMAGES



歴史の
抹消
歴史の
抹消

2018 年、チベットの黄南にある隆务（ロンウォ）寺でロサル（旧正月を祝う儀式）の際中に祈祷式を待つ 
仏教僧。中国共産党関係者は2021年のロサル祝典に先立って寺院を閉鎖し、公開集会を禁止して多くの 

チベット人の怒りを買った。AFP/GETTY IMAGES



33IPD FORUMFORUM

砦であるモンゴル語が、この新政策によって一掃	
されようとしていると感じている。「そのため	
モンゴル人は崖っぷちに立たされているような気分	
になっている。この闘いに負ければ、すべてを失	
うことになる。民族自体が滅びる」と述べている。
 『フランス通信社（Agence France-Presse）』	

が報じたところによると、2021 年 3 月までに	
習近平国家主席は政府の党首に対し、現地の政府職員
は「中国特有の民族問題を解決するための正しい	
道を歩まなければならない」と警告し、国籍や文化	
に関する「間違った考え」を是正しなければならないと	
述べたという。習近平氏の指令や「中国の特有」
という言葉が意味するところは中国の名ばかり	
自治区の先住民にとって明確であり、中国共産党	
は広大なステップと無限の地平線を持つ内モンゴル
の学校から、空を貫くような山を有するチベット
高原の修道院に至るまで、強制的な同化と	
文化的根絶の運動を行っている。

新疆ウイグル自治区における中国共産党の残虐	
な弾圧の影で厳しさを増すチベットと内モンゴル
自治区の取り締まりは、文化を一掃し、言語を	
消滅させ、宗教的伝統を根絶しようとする試みと
広く見なされており、これは簡単にいうと何千年	
にもわたる国家遺産と歴史を抹消しようとする行為だ。
2021 年 3 月に『ブルームバーグ・オピニオン	
 （Bloomberg Opinion）』紙に掲載された記事	
によると、中国共産党は「新疆ウイグル自治区から	
チベットに至るまで過去 20 年間にわたって繰	
り返されてきた動乱の鎮圧に決意を示している。
中国の指導者の間で長い間重視されてきた民族統一	
の達成は、今や中国の最優先事項だ」。

021 年 3 月上旬、世界の民主主義国家
が中国共産党の新疆ウイグル自治区	
におけるムスリム系ウイグル人の	
虐殺に反対する声を一斉に高める中、
世界中の亡命チベット人が再	
びひとつとなり、長く中国の	

圧迫下に置かれている故郷の窮状を思い祈	
りを捧げた。
第 62 回民族暴動記念日は 1950 年にチベット

に侵攻した中国の占領軍に対してチベット人が起
こした 1959 年反乱の記念日であり、亡命者	
コミュニティは新たに祖国の独立を呼びかけた。
数週間の反乱の中で数万人のチベット人が	
中国人民解放軍（PLA）によって殺害されたと	
推定されており、さらに多くのチベット人が国外
に亡命したが、精神的指導者であるダライ・ラマ
氏が隣国インドで安全な避難所に到達したのを	
確認するまで彼らは国内に留まり続けた。
反乱は鎮圧されたが、チベットの精神は崩壊

していない。インドに拠点を置くインド亡命政府、
当時の中央チベット政権のロブサン・サンガイ	
 （Lobsang Sangay）大統領は 2021 年 3 月 10 日の	
声明で「過去 60 年間の中国の統治下で 100 万人以上	
のチベット人が命を落とした。今日私たちは	
1 つとなり、共に失われた命に哀悼の意を表している」	
と述べるとともに、「しかし、この哀悼はチベット	
におけるチベット人の屈強さを讃えるものでもある。
チベット人は命の危機に直面しながらも、私たちの
言語、宗教、土地、アイデンティティを守り、維持
するために抗議活動を続けている」と述べた。
記念行事の数日前、チベットの首都ラサから	

北東に 2,500 キロメートル離れたところで、	
習近平中国共産党中央委員会総書記は 6 ヵ月前に	
内モンゴル自治区の学校で始まった中国の別の	
少数民族による暴動の鎮圧に注力していた。前例
のない事態が続く中、何千人もの学生と保護者が
街頭でデモを行い、モンゴル語を普通話中国語に
置き換えるという中国共産党の指令を無視して学校
をボイコットした。ニューヨークにある南モンゴル
人権情報センターのトゴチョグ・エンゲバト	
 （Togochog Enghebatu）所長は『ロサンゼルス・
タイムズ（Los Angeles Times）』紙に対し	
 「モンゴル人は、国家的アイデンティティの最後の

2

 「世界の屋根」と呼ばれるチベット高原には東アジア、南アジア、
東南アジアの多くの大河川の源流が存在し、中国にとって戦略的
に重要な場所だ。

GETTY IMAGES

FORUM スタッフ

内モンゴル自治区のチベット 
で勢いを増す中国共産党の 

残虐な民族同化運動
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にある真の推進力は、ヒマラヤから流れ出る溶岩
のように明確である。その立地、地形、天然資源
によりチベットは非常に高い戦略的価値を	
持つだけでなく、ブータン、インド、ミャンマー	
 （ビルマ）、ネパールや新疆ウイグル自治区と国境	
を接している。世界最高峰の山々を有するチベット
には、10 億人以上の人々の生活を支え、中国共産党
の豊富なメガダムにも水を供給するメコン川	
をはじめとする東・南・東南アジアの数々の	
巨大河川の源泉も存在している。チベット高原	
には電気自動車、風力発電機、ミサイル、戦闘機
などの製造に不可欠な金、ウラン、レアアース	
などの貴金属の鉱床があり、非営利団体のエネルギー
研究所、Institute for Energy Research によると	
中国は毎年世界のレアアースの 60％ 以上を生産
しており、これは多くの民主主義国にとって	
国家安全保障上の懸念事項となっており、中国軍	
とチベット軍は何世紀にもわたってこの土地と	
中央アジアの貿易ルートを支配するために争いを
繰り広げてきた。亡命コミュニティや人権団体	
によると、中国共産党が70年前にチベットを併合	
して以来、チベットの推定人口 320 万人の 90%

度重なる抑圧
2019 年後半に中国の武漢で初めて検出された	
新型コロナウイルスの感染拡大は、2021 年に	
入っても中国共産党の同化政策の推進に継続	
して口実を提供し続けている。チベットの党職員
は 2021年 2 月のロサル（旧正月）の間、旅行や
公共の集会を禁止した。ラジオ・フリー・アジア	
 （RFA）が報じたところによると、新型コロナウ
イルスの懸念があるとして仏教寺院やその他の	
宗教施設の閉鎖が命じられ、違反者に対する処罰
が約束されたという。
住民や分析家は揃って中国共産党の供述の真意	

を否定し、修道院はチベット文化の維持に中心的
な役割を果たすと述べた。ニューデリーにある	
ジャワハルラール・ネルー大学国際学大学院で	
博士課程に在籍するアパ・ラモ（Apa Lhamo）
氏は「多くのチベット人にとって、宗教とチベット
民族のアイデンティティは切っても切り離せない	
関係にある。これは中国共産党政権下においても	
同様だ」と2021年3月付けの『ザ・ディプロマット	
 （The Diplomat）』誌に記している。
多くの人にとって、中国共産党の強制同化の背後	
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中国共産党による中国の強制的な同化政策

新疆ウイグル自治区

台湾*

*中国が領有権を主張

チベットと内モンゴル自治区における中国共産党の強制的な同化政策は新疆ウイグル自治区における残虐な弾圧に反映 
されており、数千年にわたる文化と歴史を抹殺する試みと広く見なされている。FORUMによるイラスト
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限定されているものの、少数民族の住民が中国に
帰属していると感じさせるために、はるかに広範囲
にわたる作戦が展開されている」と指摘し、	
 「学校では『愛国教育』が強調されており、	
チベット語はほとんどのクラスで中国語に	
変更された。監視も強化されており、	
情報提供者のネットワークがスマートフォン	
を用いて政府に情報を送信している」と報じた。
チベット人にとって、この問題は故郷を奪	

われることに等しい。チベット人権民主センター	
のツェリング・ツォモ（Tsering Tsomo）センター
長はラジオ・フリー・アジア（RFA）に対し、	
 「通常、私たちは人権を個人の権利と自由の問題
とみなしているが、チベットにとってはチベット
民族自体の生存問題であり、問題への取り組みは	
一民族全体の人権を守ることに等しい」と述べた。
数千キロにわたって悲痛な叫びが響き渡っている。

拡大する嵐
習近平氏が内モンゴル自治区の民族問題を是正	
するよう党職員に指示してから 1 週間後、北京市内	
を猛烈な砂嵐が襲い、太陽の光は遮られ、通勤者
は呼吸困難に陥り、学校は屋外活動の中止を余儀
なくされた。2,200 万人の市民を襲ったのは、	
モンゴル高原のゴビ砂漠で発生した過去 10 年間
で最大級の嵐だ。これは、習近平氏の思惑に反	
して内モンゴルの騒動が簡単に鎮静化されること	
はないという天からのお告げかもしれない。
中国の国土面積の約 13％ を占める約 120 万平方	

キロメートルの内モンゴル自治区は、独立した	
場合面積で世界 25 位の国となる。約 2,500 万人
の人々が居住する内モンゴルは中国北部を横断し、

以上を占めるチベット族は監視、恣意的な拘束、
拷問などの一連の抑圧を受け続けている。
2021 年 1 月、チベット独立を支持するスローガン	

を唱え、チラシを配布した容疑で 5 ヵ月間収監	
されていた 19 歳の仏教僧侶が収監中に死亡した。	
その翌月には、21 年間服役中のチベット人が脳損傷	
でラサの病院に移送された直後に死亡している。	
ヒューマン・ライツ・ウォッチによると、51 歳の	
クンチョク・ジンパ（Kunchok Jinpa）は、	
2013 年に自宅での中国国旗の掲揚を義務付けた	
中国共産党の命令に平和的に抗議したとして拘束
された数百人のチベット人の中のひとりだ。	
これにより拘束された者の多くは現在も行方不明	
となっている。国際的な非政府組織の中国長官である
ソフィー・リチャードソン（Sophie Richardson）
氏は声明で「クンチョク・ジンパ氏の死は不当に
投獄されたチベット人が虐待によって死亡	
したもうひとつの凄惨な事件であり、不当勾留、	
拷問、虐待、および拘束されている人々の死亡	
について中国当局は責任を負うべきだ」と述べた。

国家の分裂
チベット人権民主センターによると、経済統合	
による同化を加速するためのインフラ投資でさえ、
チベット民族を犠牲にして漢民族系中国人労働者	
や企業に有利に働いている。チベットでは少数民族	
であるが、漢民族系中国人は中国人口 14 億人の	
92% を占める。2021 年 2 月、インドに拠点を置
くチベット人権民主センターは「中国の開発政策
は地方チベット人の都市化と土地権利の剥奪に
成功した。これにより人口減少を通じて原始的な
荒野を作り出し、町と都市の経済の中心を中国化
し、投資と利益が確実に中国に還元されるように
している」と報告した。
 『ザ・エコノミスト（The Economist）』誌によると、	

中国共産党の同化キャンペーンの多くは継続して	
宗教を中心に据えている。同化キャンペーンには、
現在 86 歳であり、中国軍から逃れてから 60 年以上経
った現在もインドで亡命生活を続けている第 14 代	
ダライ・ラマ氏を中傷することも含まれている。
習近平氏が 2012 年に政権を掌握して以来、中国共産党
は仏教をチベット文化の中心から切り離そうとする	
動きを強めており、中国共産党職員は賄賂や脅迫	
を利用して、チベット人に自宅ではダライ・ラマ	
氏の肖像画の代わりに、他の共産主義指導者とともに	
習近平氏と毛沢東の肖像画を掲げるよう強要した。
複数の報道によると、2020 年 12 月、中国共産党	
が監視する SNS プラットフォーム・ウィーチャット	
 （WeChat）にダライ・ラマ氏からのロサルの挨拶文
を投稿したチベット人の羊飼いが「国家分裂」	
の疑いで懲役1年を言い渡されている。
2021 年 2 月、『ザ・エコノミスト』誌は「新疆	

ウイグル自治区の中国化は公式には宗教問題に	

2021 年 3 月、チベットの中国による占領への闘争を記念する 
 「民族暴動記念日」62 周年を記念して、顔にチベット国旗の色を 
塗りインドのダラムシャラで行進に参加する抗議者。AFP/GETTY IMAGES



抗議活動を先導する者には賞金がかけられた。
オブザーバーは、チベットの場合と同様、 

モンゴル語の禁止は中国共産党の迫害パターンの
最新版であり、儲かるが環境破壊を伴う鉱業活動
を進めるための党主導の教化と牧草地の強制的な 
明け渡しを伴うものだと述べている。CNN ニュース 
が報じたところによると、2011 年に何千人もの 
人々が土地侵入を阻止しようとして石炭運搬車 
によって殺されたひとりの羊飼いの死に抗議した。
党は武装警察とソーシャルメディア上の取り締 
まりで対応している。2020 年 9 月に『ザ・ 
ディプロマット』誌に掲載された記事の中には 
 「中国当局は過去 70 年間、少数民族の権利をゆっくりと
切り捨ててきた。これは民族・国家的均質化をめぐる
大規模な試みのようだ」と記されている。
しかし親やその他の人々は、文化的情熱は薄 

れないことを宣言している。2 人の子供の母親である 
キキジェ（Qiqige）氏は CNN に対し、「モンゴル人 
である限り、我々は最後まで抵抗するだろう」と語った。

団結とともに立ち上がる
世界で 300 万人以上の命を奪い、世界の注目と 
資源を 2 年近く消費してきたコロナウイルスに後押
しされながら、中国共産党は民族抑圧を急いできた。
内モンゴル自治区、チベット自治区、新疆ウイグル
自治区の人々にとって、中国共産党が彼らの故郷を 
 「自治区」と呼ぶことは、党の指示に従って行動
する自由のみが与えているだけであることがより
明確になっているように思われる。
国際コミュニティーは彼ら少数民族の窮状を継続

して強調しており、民主的な政府、国際機関、 
人権団体は中国に対する内政不干渉を求める中国共産党
の要求を拒否するとともに、圧政に苦しむ人々により
多くの手を差し伸べて民族・文化的な伝統を保護
する必要があると訴えている。ニューヨークに拠点
を置くヒューマン・ライツ・ウォッチは 2021 年の

独立国のモンゴルとロシアと 2,400 キロメートル 
にわたって国境を接している。チベットと同様、
地域の大部分が乾燥しており、豊富な天然資源に
恵まれている。BBC ニュースによると、ゴビ 
砂漠の端にある包頭市は鉱業の中心地であり、 
世界のレアアース量の約 70％ を占めている。
第二次世界大戦の終了により 10 年以上にわたる 

日本の占領から解放された後、1947 年に中国共産党
が内モンゴル自治区を行政区とし、この地域は 
中国の支配下に入った。これ以降、内モンゴル 
自治区は漢族が圧倒的多数を占めるようになり、
約 420 万人のモンゴル族は人口の2割にも満たない。
しかしモンゴル人のアイデンティティは力強く、
遊牧民、優れた騎馬民族、そして13世紀に歴史上最大
の帝国のひとつを築いた勇猛な統治者チンギス・
ハンを含む豊かな歴史を持っている。
内モンゴル自治区では現在でもモンゴル文字 

が使用されている。26 文字からなるモンゴル文字
はウイグル文字から改編された固有の縦書きの 
アルファベットで、その系統はチンギス・ハンの
治世にまで遡る。このため、2020 年 8 月に中国共産党
が学校での母国語の使用を縮小するよう命じたときに
騒動が発生したのは不思議なことではない。 
8 歳の息子が大規模な教室ボイコットに参加した
羊飼いのアングバ（Angba）氏は「私たちモンゴル 
人は皆中国の方針に反対している」とCNN に語 
った。子供を抱えるアングバ氏は意見を述べたことに
対する報復を恐れて偽名を使用している。同氏 
はさらに「モンゴル語が消滅すると、モンゴル人
の民族性も消滅する」と述べている。
中国当局は、国語を学ぶことはすべての中国市民 

の義務であると主張している。これは国家に忠誠
を誓うための教訓だ。9 月上旬に州営報道機関の 
 『内モンゴル日報（Inner Mongolia Daily）』紙
に掲載された記事には「これは国と党に対する愛
を具現化するものである」と記されている。 

内モンゴル自治区、包頭市にあるレアアースの精錬所。有毒な
汚泥でできた湖で取り囲まれている。ゴビ砂漠の端に位置 
する包頭市は、世界のレアアース供給量の70％を産出する。
レアアースは携帯電話からミサイルまで、あらゆるものの 
製造に不可欠だ。AFP/GETTY IMAGES
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処するよう中国政府に指示した。同委員会の	
2021 年 3 月の報告書には「国連加盟国が神聖な
文化や宗教的遺跡の大規模な破壊、宗教儀式の実践	
の禁止、学校でのウイグル語やチベット語の使用
の禁止などを通じてウイグル人やチベット人の	
文化、宗教、言語を根絶しようとしたという報告
について」中国の対応を求めると記されている。
亡命コミュニティの指導者たちは、このような	

統一された対応だけが中国共産党の強制同化	
のさらなる拡大を食い止めることができると述	
べており、『ザ・タイムズ・オブ・インディア	
 （The Times of India）』紙によると、当時亡命中
だった元チベット大統領ロブサン（Lobsang）	
氏は2021年4月、ニューデリーに拠点を置く	
民主主義、多元主義、人権センター（Centre 	
for Democracy, Pluralism and Human Rights）	
が主催するイベントで「チベットと新疆ウイグル
自治区における少数民族の人権侵害に関する	
報告に関して、単一あるいは少数の国々	
だけではなく世界中のコミュニティが連帯して	
中国に対して立ち向かう必要がある。世界が必要
としているのは中国の独裁的な政策ではなく、	
多様性を尊重する開発を可能にする民主的な	
政策だ」と述べた。o

年次報告書で「2020 年、武漢で初めて報告された
致命的なコロナウイルスの感染拡大を受けてから
中国政府の独裁主義は本格化し、中国共産党への
政治的忠誠を主張する中国政府の弾圧は全国	
でより深刻なものとなった」と指摘した。
中国共産党がチベットでの旧正月行事を禁止

した後、米国国務省は事実上のロサル祝賀会を	
開催し、チベットの遺産を保存するために同盟国	
や提携国と協力するという米国の取り組みを再確認	
した。2021 年 2 月、国務省高官のリサ・ピーターソン
 （Lisa Peterson）氏は「中国政府がチベット人や
他の少数派グループの尊厳と人権を執拗に攻撃
することは容認しない」と述べ、その 1 週間後	

の国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）の国際母語
デーには、日本、モンゴル、スウェーデンなどの
抗議者が中国共産党による内モンゴル人の言語の
伝統に対する攻撃を非難した。
一方で国連の経済的、社会的及び文化的権利委員会	

は、内モンゴル自治区、チベット、新疆ウイグル
自治区の軍隊や警察を含む公共行政における	
民族意見の反映、インフラストラクチャープロジェクト
によるチベット人放牧者の土地収用と「チベット	
高原の環境悪化」、チベット人、ウイグル人、そ
の他の少数民族の虐待と強制労働などの懸念に対

内モンゴルの広大な草原 
にある錫林浩特市内の牧草地 
で休む羊飼い。約 120 万平方 
キロメートルのこの地域では、 
遊牧民から優れた騎馬民族に 
至る豊かな歴史が育まれてきた。
ロイター
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台湾が中国
の一部だっ
たことはあ
ったか？
台・中の歴史関係は
中国政府が認めたく
ないほど 
複雑だ



39IPD FORUMFORUM

ジェリット・ヴァン・ダー・ウィース（GERRIT VAN DER WEES）博士

当時米国務長官だった
マイク・ポンペオ	
 （Mike Pompeo）	
氏は、2020 年 11 月
のラジオインタビュー
で「台湾が中国の	

一部だったことはない。これはレーガン	
政権が打ち立てた政策を通して得られた	
認識で、米国はこれまで 35 年間にわた
ってこの政策を守ってきた。
1949 年『本土回復』を目指す蒋介石政権

によって建国された台湾は常に独立	
して統治されてきており、これまで	
北京の中国政府に主権を奪われること
はなかった」と述べ、大きな騒動を引
き起こした。1990 年代初頭から現在に
至るまで、台湾は常に国際社会に完全
かつ平等な一員として受け入れられた
いと望む豊かな民主主義国家であり続
けている。
具体例を挙げると、米国のロナルド	

・レーガン大統領は 1982 年 7 月に発表
した 6 つの保証の中の条項で、米国は	
 「台湾の主権に関する立場を変えていない」
と述べている。
これは 1951〜1952 年のサンフランシスコ

平和条約の結果に基づき台湾の	
国際的地位を「未決定」とみなす米国	
の立場を反映するものだ。同条約	
により日本は正式に島の主権を譲渡	
したが、譲渡先の国は未定となっていた。	
1951 年の講和会議ではほとんどの国が、	

国連憲章に定められた民族自決原則に従い	
台湾の地位を適切な時期に決定する	
必要があると主張した。

台湾は明・清の時代に中国の	
一部だったか？
台湾は明・清の時代から中国の不可分
の部分であり、同国をめぐる問題は	
 「国内」の問題であるという中国の主張
はどうだろうか？
オランダ東インド会社の代表団	

が1624 年に台湾に到着したとき、	
1368 年から 1644 年まで中国を支配	
していた明王朝による統治の痕跡は見
られなかった。実際、1622 年に現在
の台湾海峡にあたるペスカドレス諸島
に小さな要塞を築いていたオランダ人
は、明の天啓帝から「我々の領土外に
退去」するように告げられ、当時	
フォルモサと呼ばれていた場所に移住
し同島を支配することで、台湾で最初
の行政機関を設立し38年間にわたって
維持している。したがって、台湾が	
明朝の一部でなかったのは確かだ。
オランダの支配は、1662 年に新	

たに成立した清・満州王朝から逃れた	
明の信奉者、鄭成功が、400 隻の船と
25,000 人の人員を率いて福建沿岸から
出航し、オランダの要塞ゼーランディア
を包囲したことで終わりを迎えた。9 ヵ
月後にオランダは降伏し、鄭成功は	
台湾の南西の一隅に支配を確立した。	

この 1675 年の 
図版には、現在台湾
と呼ばれている 
フォルモサ島に 
存在したオランダ
のゼーランディア
要塞が 1662年が
陥落する様子子が
描かれている。
ウィキメディア・コモンズ
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鄭成功による支配は 1683 年の澎湖海戦で孫が清朝の勢
力に降伏するまでの 21 年間にわたって続き、	
鄭成功とその一族は台湾を当時消滅していた	
明の一部ではなく独立した東寧王国として支配	
していた。
清朝皇帝の目的は反乱を起こした鄭成功政権を滅

ぼすことであり、島を征服することではなかったため、	
康熙帝は1683年に「台湾は我が帝国の外にあり、	
大きな利益をもたらすものでもない」と述べ、	
オランダに買い戻しを申し出てさえいる。これは	
中国政府の現支配者にとっては不都合な真実かもし
れない。
その年確かに、主に福建省の一部として政府の	

満州人による 200 年以上にわたる間接統治が始	
まったが、清の支配下では記録に残る反乱が 100	
回以上発生し、その中には5万人以上の軍勢を投入	
する必要があるものもあった。台湾の歴史家はこの
時期の特徴を「3 年ごとに暴動が起こり、5 年ごとに
反乱が起こった」とまとめている。台湾人は満州を
外国の植民地政権と捉えており、中国の一部になる
気はなかったのだ。
1887 年の清朝末期、政府の満州人支配者たちは	

台湾の地位を福建省の管轄地区から中国の正式な省
に昇格することを決定した。
これは主に台湾に植民地を	
設立しようとするフランスと	
日本の試みを阻止するために
行われたものであったが、	
政府から任命された劉銘伝総督
は電力を導入し、基隆から
南に延びる鉄道を開通させ

電信ケーブルネットワークを構築するなど島の開発
に多くの功績を挙げている。こうしたことにも関	
わらず、近代化のプロセスはわずか8年しか続	
かなかった。

独立共和国、フェルモサ
次に挙げるエピソードは前述のものよりもさらに	
説得力のあるものだ。1894〜1895 年の日中戦争で
日本が勝利すると、北京の清政府は下関条約で台湾
を永久に日本に割譲することに合意し、統治者・	
唐景崧を含む台湾のエリート層は現地の華族と力を
合わせ、日本の一部となることを防ぐために独立	
したフォルモサ共和国を宣言した。
日本軍は圧倒的な兵力を有していたため共和国は

短命に終わったが、特に台湾中部と南部の現地民兵
は大きな抵抗を見せている。正規軍の指導者は有名
な「黒旗」司令官の劉永福であり、10 万人の兵士を
率いていた。

日本の模範的植民地
台湾は 1895 年に日本の植民地となり、その後 20 年
ほどの間に現地の閩南人、福建人、先住民による	
日本統治に対する反乱や暴動が多く発生した。しかし	
日本人がインフラを整備し、道路、鉄道、港、病院、	
学校を建設したことで台湾は1920年代までに良好な
教育システムと医療を備えながらも厳格な統治を備
えた豊かな模範的植民地となった。
1920〜1930 年代にかけて蒋介石と

毛沢東が中国の至上主義をめぐり争	
いを繰り広げていたとき、国家主義者	
も共産主義者も台湾をあまり	

台湾の蔡英文総統は台湾の 
自由と民主主義を守ることを
誓っている。 AP 通信社

2021 年 1 月、台湾北部の新竹県
で行われる軍事演習に参加する
台湾軍兵士。AP通信社
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重要視しておらず、実際、蒋介石も毛沢東も	
台湾の日本からの独立を支持していると報	
じられていた。
1943 年 11 月のカイロ会議の準備段階	

になってはじめて、蒋介石は台湾は「中国に	
返還されるべき」と主張しており、中国共産党
（CCP）の指導者も遅ればせながら同様の発言	
をしている。こうして台湾は、意見の食い違う	
中国国民党（KMT）と中国共産党との間で弄	
ばれる戦略的な駒となっている。

地位決定の必要性
1945 年 8 月の日本降伏後、台湾の正式な地位は	
曖昧なものとなった。1949 年まで、台湾は連合軍	
に代わり中華民国（ROC）によって正式に占領	
されたと見なされており、その地位は、後に	
サンフランシスコ平和条約となる第二次世界大戦
を終結させる正式な条約を通じて決定されること
となっていた。アメリカ政府は台湾を正式に	
 「中国の一部」とはみなしていなかったものの、	
蒋介石の国民党軍と中華民国が（困難に直面	
しながらも）明らかに統治を行っており、
国民党政府自体は当然、1945 年 10 月 25 日の

退位記念日に台湾が中国に「返還」されたという
立場をとっていた。しかし米国政府はそうした	
立場を認めず、アメリカ陸軍のダグラス・	
マッカーサー将軍などの一部の軍人は、国連の	
後ろ盾の下で住民投票を推進し続けた。	
マッカーサー将軍がハリー・S・トルーマン	
米大統領と対立した後は助言が聞き入れられるこ

とはなくなってしまったものの、この議論は	
米国がこの期間中「台湾は中国の一部」	
という立場をとっていなかったことを示	
している。

1949年～現在：独立した存在
 「台湾は常に中国の一部であった」という主張は、
百歩譲ったとしても疑わしいものだ。台湾は常に	
 （または主に）中華帝国の周辺部に位置するに過	
ぎなかった。
最近の歴史からも、1949 年に設立された	

中華人民共和国と中華民国/台湾が大きく異なる	
方向に進んだことは明らかだ。中国は確かに強力
かつ影響力を持つようになったが、それでもなお
習近平中国共産党総書記の下、抑圧的な	
権威主義政権によって統治されている。
一方の台湾は、蒋介石と国民党による抑圧的	

な権威主義政権から、大統領と立法府の両方を	
占めるかつての野党・民進党が率いる豊かな	
民主主義国家へと変貌していった。台湾は独自の
誇り高い歴史を持ち、独自のアイデンティティを
発展させ、国際社会における完全かつ平等な一員
としての役割を果たすことを熱望しているが、	
中国民族主義者と中国共産党の反対意見	
によりその役割は否定されている。そうした観点
から、中国の主張を退け、台湾の権利と自由に	
焦点を当てたポンペオ氏は賞賛に値する。o

この記事は 2020 年 10 月 1 日にオンラインニュース雑誌『ザ・ディプロマット 
 （The Diplomat）』に掲載された記事を『FORUM』のために再編集したものです。

台湾東北部の大渓
にある山岳公園 
には、中国国民党
の故蒋介石党首 
の銅像が点在 
している。  
AP 通信社
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国家安全法による自由の束縛を人権団体が告発
 『香港フリープレス  （HONG KONG FREE PRESS）』

アムネスティ・インターナショナル	
香港支部の発表では、蘋果日報の
幹部逮捕と家宅捜査は、当局による	
香港報道機関への攻撃激化と	
中国政府による人権と自由の	
侵害が悪化している兆候を示	
すものであるとしている。
さらに、2021 年 4 月に発表された

年次人権報告書は「2020 年に香港
では、表現の自由、平和的集会、
結社などの権利が大幅に抑圧された」
と指摘した。
アムネスティ・インターナショナル	

は、香港当局が国家安全を守り、
新型コロナウイルスの感染拡大を
抑制するという名目で自由を制限
していると結論付けた。同団体	
はこの 2 つの要因は香港の人権	
にとって「壊滅的な組み合わせ」	
であるとする声明を発表し、	
2020 年 6 月に施行された曖昧に	
定義された国家安全保障法により、	
当局は任意の逮捕を行うことがで
きるようになったと報告書に記	
している。報告書は「（国家安全
保障法の）香港市民社会の	

萎縮効果は急速に広がっており、	
深刻な不安を引き起こしている」	
と指摘し、国家安全保障法の制定と	
 「反体制的」とされた「香港を	
解放せよ、私たちの時代の革命	
 （Liberate Hong Kong, Revolution 
of Our Times）」という民衆の	
親民主的なスローガンの禁止直後
に解散した少なくとも7つの	
政治団体について言及している。
2020 年 6 月、民主化を支持する	

1 年間の抗議と騒乱の後、中国政府	
は国家安全保障法を地方議会を	
通さずに香港のミニ憲法に直接組
み込んだ。同法は、破壊、分離、
外国からの干渉、およびテロ行為
を犯罪とし、公共交通機関やその
他のインフラストラクチャへの	
混乱を含むと広く定義している。
政府は安定と繁栄を確保	
するためには法律が必要であると
述べているが、アムネスティ・	
インターナショナルの報告書は	
 「『国家の安全』の確保は原則的に
多くの人権を制限する正当な理由
となり得るが、政府は『国家の	

安全保障』を国際法や国際基準で	
保護されている人権を否定	
するための言い訳として使用	
するべきではない」と指摘	
している。
また報告書は、毎年 6 月 4 日	

に開かれる1989 年の中国共産党	
による天安門事件のための警戒	
デモや、毎年7月1日に開かれる	
民主化支持デモなどすべての	
平和的デモを禁止するため、	
当局がコロナウイルスの管理措置
である集会の自由の制限を援用	
していることについても詳述	
している。
さらに、衆衛生保護の名の下での	

基本的権利の制限は「必要かつ節度	
を保つものでなければならない」
とも付け加えている。
アムネスティ・インターナショナル	

香港支部は声明で「国家安全保障
とパンデミック防止を理由として
人権を制限するあらゆる法律には、	
濫用と過剰な解釈を避けるための
明確な規定と定義がなければなら
ない」と述べている。

消えゆく
香港の
人権
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 「前例のない」圧力
報告書はまた、香港の学問および	
報道の自由に対する「前例のない」
圧力にも言及するとともに「香港	
では報道の自由と独立したメディア	
機関がますます脅威にさらされている」	
とし、ジャーナリストが「単に	
情報収集の権利を行使する」	
だけで逮捕されるリスクがあると	
付け加えた。
2020 年には民主党支持の新聞	

 『アップル・デイリー（Apple 
Daily）』のニュースルームに 100	
人以上の捜査員が突入し、出版人と	
上級取締役を逮捕した。これとは別に、
あるジャーナリストが公用車登録記録
にアクセスしたとして逮捕されて
いる。同報告書はまた、政府による
公共放送局 RTHK の政治的に機密性
の高いコンテンツに対する	
 「規制強化」にも言及しており、	
政治的な内容を検閲するために	
市内の学校や教師への圧力が強化	
されていることに対しても「教育に
携わる者が享受する表現の自由が厳
しく制限され、教育における正常な

判断が損なわれる中、学校が発する	
 「政治的なメッセージ」を排除	
するとともに、教師と学生をより	
厳格な監視下に置くという教育局	
の恣意的で政治的な動機による	
決定が幅を利かせている」と詳述	
している。
報告書は「権力の分立」、	

天安門大虐殺、市民不服従などの	
教訓を含む教科書の内容を掲載	
するとともに「これらの試みは、	
行政による監視の強化と香港・	
中国政府を批判する可能性のある	
教材の排除を通じて検閲を強化	
する政府の意図を示している」	
とまとめている。
同 NGP（非政府組織）はまた、	

2020 年 11 月に香港中文大学の	
キャンパスで行われた卒業生による
平和的な民主主義デモに関連する	
逮捕についても懸念を表明し、	
この動きを「『国家安全』の名の	
下でキャンパス内の表現の自由と	
平和的集会の自由を公然と攻撃	
するもの」だとしている。
同組織は香港政府に対し「当局

は『国家安全を確保する』または	
 『パンデミックを制御する』という
名目で、香港の人々の表現、平和集会、
結社の自由を奪うべきではない」	
と述べ、国際法および現地法に基	
づき人権に関する義務を履行	
するよう呼びかけた。
香港の権利章典は、住民に国際規約	

に定められた市民・政治的権利に関する
自由を保障しているが、香港の関係者は、
新しい国家安全法は基本的人権を侵害
していないと主張している。
この報告書は、2021 年 3 月に	

中国政府が香港という世界的な	
金融ハブの選挙システムの大規模	
な変更を承認した後、香港の市民の
自由が縮小していることに対する	
国際的な批判の中で発表されたもので、
香港が中国共産党の支持者によって	
運営されていることを明確	
にしている。o

この記事は 2021 年 4 月 7 日に『香港フリープレス
 （Hong Kong Free Press）』に初めて掲載された記事を 
 『FORUM』のために再編集したものです。 
 『香港フリープレス（Hong Kong Free Press）』 
はジャーナリストが運営する非営利・中道の完全に 
独立した英字新聞社。

2020 年 7 月、香港でイギリスから中国への香港の引
き渡しを記念した行進が行われた際、警察は新たな
治安維持法に基づき抗議者を拘束した。 AP 通信社

2021 年 3 月、香港の国家安全保障法に基づき国家権力転覆
を共謀した罪で起訴された民主活動家の支持者が、西九龍
裁判所の外で抗議デモを行った。 ロイター
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中国政府の組織犯罪との結びつきは民主主義を損ない、
地域の安定を脅かす

ギャング主義
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2017 年 1 月 7 日、台湾の桃園国際空港に到	
着した香港の親民党活動家を親中国政府派デモ	
隊の暴徒が襲撃した。台湾警察は後に攻撃
者の中に四海幇、竹聯幇組織犯罪シンジケ
ート、中国統一促進党（CUPP）のメンバ
ーを特定し、暴徒の中には元竹聯幇指導者

かつ中国統一促進党創設者で白狼（White Wolf）の名	
でも知られるチャン・アンロー（Chang An-lo）の息子、	
チャン・ウェイ（Chang Wei）も含まれていると発表した。
2020 年 1 月 15 日には当時のパプアニューギニア	

・ブーゲンビル自治州のジョン・モーミス（John 
Momis）大統領と三合会・14K の元指導者でブロークン	
・トゥース（Broken Tooth）の名でも知られるワン・
クオック・コイ（Wan Kuok-Koi）が一緒にいるところが
撮影されており、その前月にブーゲンビル自治区で行
われた拘束力のない住民投票では 90% 以上がパプアニュ
ーギニアからの独立に賛成している。ワンは退役軍人で
元中国人民解放軍（PLA）上級大佐の李英明中国人民解
放軍国防大学准教授とともにブーゲンビル島を訪問し、2 人
はブーゲンビル島の経済特区とデジタルバンクの開発を
約束した。李氏は世界的に広がる貿易ルートとインフラ
プロジェクトのネットワークである中国の一帯一路	
 （OBOR）に沿って軍民融合を提唱するパプアニューギ
ニアの企業を運営しており、これらのブーゲンビル島と
台湾での一見無関係な事件は、中国共産党（CCP）の国家戦
略的利益を支援するために国際的な犯罪組織が活動している
ことを浮き彫りにしている。
これらの活動が国家の指示によるものであるという証

拠はないが、政府は中国共産党の目標を支援するために行
動すると主張する犯罪企業によって引き起こされた弊害に
目を瞑っている可能性がある。さらに、40 年近くにわた
って積み重ねられた証拠が示すとおり、中国共産党は	
国家の優先事項を達成するために国際犯罪組織を活用	
しようと何度も試みてきた。
通常、中国系の構成員が多い国際的な犯罪組織は三合会	

であると見なされており、多くの場合中国、シンガポール、
または台湾に拠点を置いているが、常に犯罪に関与	
しているとは限らない。三合会は 17 世紀の中国で清朝
に対抗する秘密結社として発祥したもので、米国議会の	
報告書によると、1900 年代初頭よりグループは徐々に
分裂し、一部の派閥は政治よりも犯罪に焦点を当てた活動
を行っている。三合会傘下の 14K と新義安は、組織犯罪
に関与するグループの中では最大規模のものだ。

組織犯罪を容認する中国共産党
中国共産党の職員は政府の目標を支援するために香港、	
マカオ、台湾で中国の組織犯罪と直接協力する意欲を示
している。1984 年 10 月、当時の鄧小平中国共産党主席
は、国益に資する範囲で組織犯罪分子と協力する用意	
があると述べ、中国の三合会には「愛国的な要素」が含
まれており、「彼らの中には良い人がたくさんいる」	
と指摘するとともに、三合会は海外の中国の高官を保護	
していたと述べた。1993年、中国公安局の陶驷驹（タオ	

・スーチー）局長は「これらの人々が愛国者であり、	
かつ香港の繁栄と安定に関わる限り、我々は彼らと団結
するべきだ」と述べて説明した。陶氏はその後、三合会	
・新義安のリーダーと目された香港のエンターテイメント
界の実力者、チャールズ・フン（Charles Heung）	
と共に北京に「トップテン・バー（Top Ten Bar）」	
とナイトクラブをオープンしている。
1997 年に香港が中国に引き渡されて以来、同都市

の三合会は中国の利益を支援するためにますます積極
的な行動を取ってきた。2014 年 2 月の『明報』	
紙元編集者ケビン・ラオ（Kevin Lao）氏に対する刀を	
用いた残虐な襲撃に代表されるように、中国政府に	
批判的なジャーナリストは三合会のメンバーによって
標的にされている。2019 年 7 月には三合会のメンバー
が鉄道駅で民主党支持の抗議者を襲撃し、政府が選別
したメンバーによる新しい香港政府は三合会の関与	
をうやむやにすると共に、この事件は暴動であると偽
って主張し、民主派の議員を逮捕した。 
2005 年 9 月に中国本土で中国統一促進党（CUPP）	

を設立し、逮捕を免れるために 20 年近く亡命生活を送った
チャン・アンローは、「中国は私にとって神である」	
と宣言するほど熱心な中国政府の代弁者となった。2013 年に	
チャンが台湾に帰国して以来、中国統一促進党の準軍事的
な犯罪者勢力である竹連合と四海幇は、台湾の独立支持団体
と頻繁に暴力を伴う対立を繰り広げている。チャン	
はさらに、中国との統一を支援するために台湾で「赤軍	
 （Red Troops）」を募集していると主張しており、	
台湾当局はチャンが台湾の民主主義と主権を損なうために
中国政府の命令に基づいて行動していると主張した。 

中国の組織犯罪と東南アジアにおける汚職
東南アジアでは中国と犯罪組織との不透明な関係が汚職
と地域の不安定化を助長しているが、中国はこの地域
の違法薬物に対する戦いでリーダーシップを誇示している。	
2011 年 12 月より中国公安局はメコン川沿いのパトロール
を指揮しており、ラオス、ミャンマー（ビルマ）、	

闇金融、資金洗浄、ギャングの扇動により 15 年近く服役した後、 
中国のマカオにある刑務所を去るワン・クオック・コイ（またの名
をブロークン・トゥース（Broken Tooth））。AP 通信
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タイも時折参加している。しかし綿密な分析では中国政府	
はミャンマーのワ州連合軍（UWSA）に外交および
安全保障上の支援を提供しており、同組織は外国麻薬
キングピン指定法に基づき米国財務省によって指定
されている世界最大のヘロインとメタンフェタミン
の密売組織の 1 つとされる武装民族グループだ。
中国政府はまた、ゴールデン・トライアングル経済特区	

 （SEZ）とラオスの金木棉賭場（Kings Roman Casino）
を運営する中国人の趙偉（Zhao Wei）の活動にも目を	
向けている。この経済特区は、この地域における野生動物、	
麻薬、人身売買の拠点となっており、2018 年 1 月に	
米国財務省は趙と彼の会社および関係者を国際犯罪組織と
見なし制裁を課している。ゴールデン・トライアングル
経済特区を訪問したジャーナリストは、中国通信建
設有限公司（China Communications Construction 
Co .）などの中国国有企業が趙の事業のための	
施設建設に重要な役割を果たしていることを指摘	
している。
さらに南に位置するミャンマーのカレン州では、中

国企業が趙のカジノ中心の事業形態を模倣して経済特
区を構築中だ。シュエ・コッコ（Shwe Kokko）とも呼
ばれるヤタイ・ニュー・シティ（Yatai New City）計
画はカンボジア国籍を主張する中国人によって主導され
ており、その親会社は中国の国有企業と名前を共有し
ている。このプロジェクトの現地パートナーは、カレ
ン国境警備隊を率いるソウ・チット・トゥ （Saw Chit 
Thu）大佐と、麻薬、武器、人身売買に関与する民族
武装組織である民主カレン仏教徒軍だ。
中国政府はヤタイ・ニュー・シティの国家的役割を否

定しているが、中国海外中国人起業家連盟（China 
Federation of Overseas Chinese Entrepreneurs）は、
ミャンマーの商業的首都ヤンゴンで開催された式典
でこのプロジェクトを公的に承認した。中国国務
院の承認を受けた同連盟は中国民政部に登録されてお
り、中国統一戦線工作部の構成部門である全中国帰
国華人連合会（All-China Federation of Returned 
Overseas Chinese）によって管理されている。カレン州
の近くでは、ワンが率いるカジノプロジェクト 「サイ
シーガン（Saixigang）」という別の開発プロジェク
トもある。

犯罪ネットワークが確立する 
中国政府の戦略的利益のための橋頭堡
ワンの活動は犯罪者が一路一帯政策に沿って中国政府の	
戦略的利益を追求していることを示している。ワンは
インド太平洋地域を通じて外国の重要な政治指導者と
自由に接触し、強力なパイプでつながる中国の治安関係者
から支援を享受してきた。ワンの最も野心的なプロジェクト
のいくつかは、台湾をまだ国家として承認している	
パラオなどの国、またはブーゲンビル島やカレン州	
などの自治区・分離独立地域にあり、それらの地域	
による中国の公然な関与は受け入れ国に対する	
内政干渉とみなされる可能性がある。

台湾で開かれた集会で演説する中国統一促進党（Chinese Unification 
Promotion Party）の創設者チャン・アンロー（またの名を白狼（White 
Wolf））。2013 年にチャンが台湾に帰国して以来、中国統一促進党の
準軍事的な犯罪者勢力である竹連合と四海幇は、台湾の独立支持団体
と頻繁に暴力を伴う対立を繰り広げている。ロイター
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中国人民政治協商会議（CPPCC）のメンバーであ
るワンは、中国の戦略的利益に沿ってインド太平洋
全域で幅広いプロジェクトを進めており、2018 年に
はカンボジアのプノンペンに世界洪門歴史文化協会
の事務所を設立し、カンボジア、マレーシア、フィリ
ピン、タイで洪門関連の民間警備・仮想通貨プロジェク
トを立ち上げている。
2018 年から 2019 年にかけて、ワンは太平洋の島

国パラオで複数のカジノおよびゲームリゾート関連
の事業展開を模索するとともに、同地での洪門支部の
設立を試み、パラオは台湾を中国の一部として認める
よう認識を転換すべきと提唱した。
ワンは自身の洪門の民間警備会社は一路一帯

プロジェクトを支援するために中国の特殊部隊の
退役軍人と契約を結ぶ準備があると宣伝してお
り、2019 年 10 月にはマレーシアのクアラルンプール
で中国人民武装警察雪豹突撃隊隊長のシー・ウェイダン
 （Shi Weidang）大尉と一緒にいるところが撮影され
ている。また、カンボジア首相のボディガード部隊と	
カンボジア軍のメンバーを訪問する様子も撮影され
ており、2020 年 3 月にウェブサイト『アフリカインテ
リジェンス』は、ワンが一路一帯の「支持者としてウ
ガンダで存在感を高めている」と指摘した。洪門の
警備会社と建設会社はウガンダで登記を済	
ませており、これはワンのグローバルな野望の大	
きさを示している。
ワンのブーゲンビル島でのパートナーである退

役軍人で元人民解放軍上級大佐の李氏もコンゴ民主
共和国の国連軍事監視員（United Nations Military 
Observer）を務めたことがあり、中国の新聞『人民
日報』には中国人民解放軍の国際的な足跡と視野の拡
大を支持する者として紹介されている。ワンと李氏
はブーゲンビル島の空港、港湾施設、都市インフラ
の建設資金を確約しており、これらの活動は南太平
洋における前向きな姿勢を強化するという中国の目
標と一致するものだ。
2020 年 12 月、米国財務省はグローバル・マグニツ

キー人権問責法に基づきワンとその会社を国際汚職の
容疑で制裁対象とし、対するワンは 2020年12 月 24 日
に公表されたインタビューの中で、三合会の 14K、新義
安、和勝和、台湾の竹連合と四海幇、および米国に拠点
を置く華青と福建のギャングを含む、反米で中国政府を	
支持する世界中の中国系組織犯罪シンジケートを統一する
意向を表明した。
2021 年 2 月にはマレーシアが 2020 年 8 月から12 月

にかけて同国のテクノロジー企業イニックス（Inix）
の会長を務めていた時期に証券詐欺に関連する容疑でワ
ンを起訴したと発表し、2021 年 3 月下旬にマレーシ
ア警察は、同じく洪門組織の副会長に任命されてい
たワンのビジネスパートナーであるニッキー・リョ
ウ （Nicky Liow）とのつながりを持つ大規模な犯罪ネ
ットワークを破壊した。マレーシアは、リョウとワ
ンのつながり、および米国財務省の制裁が捜査のき

っかけとなったと説明している。
2021 年 3 月 27 日に北京で開催された式典で、中国

政府が後援する中国国際経済技術協力促進協会 （China 
Association for Promoting International Economic 
and Technical Cooperation、以下 CAPC）はワンに
対して儀礼的な表彰状と「洪門愛国者首席代表（Chief 
Representative of Hongmen Patriots）」の称号を授与し
ており、CAPCは中国人民政治協商会議 （CPPCC）副議長
のワン・ガン（Wan Gang）氏が率いる中国科学技術協
会（China Association for Science and Technology）
に属している。

沈黙は同意に等しい
中国共産党は、政府の戦略的利益を代表すると主張	
する中国系犯罪組織の行動について沈黙してきた。
ワンに対する米国財務省の行動に対して中国政府がで
きることといえば、ワンは中国人民政治協商会議のメン
バーであるという報道を全面的に否定することだけ
だった（この報道は国内外のメディアで広く真実と
して伝えられたものだ）。中国は、現在ラオスのバ
ンマム（Ban Mom）にある約 50億円（5,000 万米ド
ル）の港湾施設で投資を拡大している麻薬王・趙を拘
束する措置を講じていない。中国政府はまた、ミャンマ
ーの人道的および治安状況が悪化する中でもワ州連合
軍（UWSA）と軍が運営する悪名高い麻薬工場への支
援を維持している。
国際規範と法規則を尊重することを示すために、中国政府

はその名の下で活動する犯罪ネットワークとの関係を断ち
切り、一路一帯政策の下で蔓延する汚職を取り締まるため
に国際的なパートナーと協力する必要がある。改革に向け
た真剣な取り組みがない場合、中国は国内外のギャングへ
の支援によるメリット、同国の国際的な評判に対するリスク
を上回ると考えていると見られることになる。o

2021 年 3 月、当時マレーシアの警察署長であったタン・アブドゥル・ハ
ミド・バドール（Tan Abdul Hamid Bador）氏は、ワン・クオック・コイ
（Wan Kuok-koi）のビジネスパートナーであるニッキー・リョウ（Nicky 
Liow）とつながりのある、いわゆるマカオ詐欺シンジケートの取り締まりを
発表した。この作戦では 68 人が逮捕され、約10億ドル（100 万米ドル）以上
の資産が押収されるとともに 41 の銀行口座が凍結され、犯罪組織に関係し
ている容疑でマレーシア人法執行官 34 人が逮捕された。 AP 通信
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統合幕僚長　陸将　山崎幸二
は安全保障への多国間アプローチを強調する

インド太平洋地域における最重要課題は何 
でしょうか？

日本は地政学的に中国、北朝鮮、ロシアに面	
しており、これらの日本を取り囲む軍事大国は	
軍の近代化を進め、また軍事活動も活発化	
させています。
国内に目を向けると、東京直下地震や南海トラフ	

大地震（本州南西部に至る南海トラフ下断層が引
き起こす地震）、豪雨・洪水・火山噴火などの	
自然災害による脅威が想定されています。
こうした状況に効果的に対応するため、2006

年に自衛隊は統合運用を開始するに至りました。
私が最大限努力し成し遂げようとしてきたことは、
第一に日本の統合運用態勢の強化、第二に日米同盟
の強化です。日米同盟はインド太平洋地域の平和

 「自由で開かれたインド太平洋」
に向けた日本のビジョン

本誌は、2021 年 4 月 30 日に真珠湾で開催された米インド太平洋軍（USINDOPACOM）
司令官交代式の後、ハワイのホノルルで日本国自衛隊の山崎幸二統合幕僚長に
インタビューを申し入れた。山崎統合幕僚長は 2019 年 4 月から自衛隊の統合幕僚長
に就任しており、就任前の 2017 年 8 月から 2019 年 3 月まで陸上自衛隊の陸上幕僚長
を務めた。
1983 年、土木工学の学位を手に防衛大学校を卒業した後、施設科職種でのキャリア

をスタートさせた山崎統合幕僚長は、2003 年に陸上幕僚監部人事部補任課人事第
1 班長、2006 年に陸上自衛隊研究本部で勤務した後、陸上幕僚監部装備部装備計
画課長として勤務、2008 年に第 4 施設団長として施設科の要職を務めた。
陸自のレンジャー課程も修了しており、2005 年にワシントン D.C. の国防大学	

で学んだほか、2010 年に西部方面総監部幕僚副長、2012 年に陸上幕僚監部人事部長、	
2014 年 8 月に第 9 師団長、2015 年に統合幕僚副長、2016 年に北部方面総監を歴任
した。

FORUM スタッフ
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と安全、そして繁栄の礎です。日米の訓練・演習を
通じて両国の相互運用性を強化し、統合運用態勢及
び抑止力・対処力をより一層強化するための態勢
を整備してきました。
また日本は「自由で開かれたインド太平洋」構想を

掲げており、このビジョンの実現のために自衛隊は
自らの立場から日米の連携・交流を強化するだけ
でなく、統合訓練・演習のための二国間及び多国間
の枠組みを構築するために最大限の努力を払	
ってきました。
以上をまとめると、私が最大限の努力を傾注	

するとともに焦点を当てて取り組んできたのは、
統合運用態勢の強化、共同連携と相互運用性という
観点からの日米同盟の強化、そして自由で開かれた
インド太平洋構想の実現です。

地域の安全保障問題について、多国間連携が重要
だと思いますか？

私は、自由、民主主義、人権、法の支配などの共通
の価値観を持つ国々との連携と協力は非常に重要	
であると強く信じています。したがって先に述	
べたように、多国間連携は非常に重要であり、日本、
米国及びオーストラリアによる連携の枠組みにインド	
を加え、日米豪印クアッド（Quad）を形成したことは極
めて重要です。また、アジアの一員として ASEAN	
 （東南アジア諸国連合）加盟国との連携も非常に重要
であり、加えて英国やフランスなど、地域外に位置
しながらも価値観を共有する国々との関係も重要	
となっていますので、これらの国々との連携もここに
強調させていただきます。
自衛隊は、日本、米国、オーストラリア、インド、	

ASEAN 加盟国との二国間及び多国間の演習及び交流
の実施を強力に推進してきました。引き続き、
これらの活動に取り組んでまいります。先日、
英国は空母クイーン・エリザベス（HMS Queen 
Elizabeth）を中心とする英国空母打撃群 2021	
 （CSG 21）を派遣することを発表し、日本への寄港
も発表しました。
空母クイーン・エリザベスの派遣と予定されている

日本訪問を心から歓迎いたします。
これを機会に、日英米及びその他の国々との関係

を多国間の観点から強化していきたいと考	
えております。

日本の安全保障において最大の懸念事項は何 
ですか？

日本はいくつかの懸念と脅威を抱えていますが、
差し迫った脅威は北朝鮮が掲げる核兵器及び弾道
ミサイル開発計画です。北朝鮮の核・ミサイル	
開発計画による脅威を緩和するため、国連安全保障	
理事会決議が明記する完全、検証可能かつ不可逆的

な放棄（complete, verifiable and irreversible 
dismantlement、略称CVID）、または核兵器	
やあらゆる射程の弾道ミサイルを含む大量破壊兵器
の押収を実現する必要があります。
次に脅威として挙げられるのは中国です。中国

は軍の近代化とともに軍事活動を活発化	
させるとともに、法律戦を実施しています。昨今制定	
された中国海警法がその一例です。統計的事実
として、中国は 1990 年から 30 年間で国防予算
を 44 倍に増額させており、2010 年と比べても	
防衛予算は2.4 倍に増大しています。活発な中国の
軍事活動は、南シナ海と東シナ海だけでなく日本海
と西太平洋でも確認されています。
こうした中国の活動は既存の国際秩序とは相容

れないものです。中国の活動や振る舞いは既存の
ルールに基づく国際秩序を無視した一方的な力	
による現状変更であり、日本固有の領土である	
尖閣諸島をめぐる問題では、1992 年に中国領海法
を制定すると共にこれらの島々が中国の領土であると
主張しました。
2021 年 2 月現在に至っては中国海警法も施行	

されており、この法律には、中国が管轄水域と呼
ぶ地域において権利の行使を認める条項や、武器
の使用に関する条項のように、国際的な法と秩序
に整合しない曖昧な規定があります。
こうした問題は日本だけでなく世界にとっても

非常に重要です。
力による一方的な現状変更の試みは、我々には

絶対に受け入れられないものです。

日本は自衛隊をどのように近代化していますか？

これら力による一方的な現状変更の試みに対抗	
して、日本は毅然とした態度で領海・領空を含む
領土の一体性の防衛に取組み、自国の抑止力強化
に努めています。自衛隊は、防衛計画の大綱に基
づく中期防衛力整備計画により宇宙、サイバー、
電磁スペクトラムを含むすべての領域に対処できる
マルチ／クロスドメイン（領域横断として知られて
いる）防衛力を構築する計画を保持しています。
また各陸海空の構成部隊レベルでは、領域横断

作戦能力の向上に向けて各部隊が独自の取り組	
みを行っています。我が国独自の防衛力を高める
努力に加えて、日米間の相互運用性を向上させる
ことも重要です。2020 年に日米の主要な共同統合
実動演習であるキーンソード演習を通じて得た	
成果は、両国が成し遂げた象徴的な取り組みです。	
米軍と自衛隊の双方から 40,000 人以上の人員が、
陸海空の演習及び訓練、水陸両用作戦および宇宙状況
把握型マルチ／クロスドメイン訓練に参加しました。
あらゆる状況おいて、あらゆる可能性に適切に

対応するために、我々は統合運用能力と日米共同
作戦能力を強化しています。
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陸上自衛隊においては、南西諸島の防衛態勢
を強化するため、昨今、与那国島、宮古島、	
奄美諸島に地上部隊を擁する駐屯地・基地を新設
しました。また、陸と海で作戦を実行するために
水陸両用部隊を新編するとともに、これらの島々
に駐屯する部隊の兵站を提供するための能力を	
向上させました。
海上自衛隊内では、最大規模の多目的護衛艦

である「いずも」と「かが」を改修して F-35B 
の配備を可能とする予定です。航空自衛隊では
F-35A/B の配備計画を進めています。また、弾道
ミサイル防衛力を強化するため、イージスシステ
ムを搭載する艦の建造を計画しています。
さらに、新領域であるサイバー、宇宙だけで

なく、電磁スペクトラムを含め新たな部隊を新編
しています。

東南アジアにおける各国軍との連携をどう捉 
えていますか？

先に述べたように、「自由で開かれたインド太平洋」
構想を実現するためには ASEAN 加盟国である	
ベトナムやフィリピンといった国々と連携	
することが非常に重要です。日米同盟は両国	
にとって極めて重要ですが、この地域の防衛協力
を強化するため、多国間での一連の取り組みや	
訓練の中で、他の ASEAN 加盟国にとっても	
中核的な役割を果たすものです。

日本周辺は非常に厳しい安全保障環境にあり、
そのような状況下で日本は自国の防衛態勢及び	
能力を強化しなければなりません。2021 年に	
ジョー・バイデン米大統領政権が発足した後、	
3 月 16 日には同政権にとって初の外務・防衛の	
閣僚協議「2 プラス 2」が日本で開催され、その
1 ヵ月後の 4 月 16 日には菅義偉首相とバイデン	
米大統領がワシントン D.C. で日米首脳会談を	
行い、日米同盟がインド太平洋地域の平和、	
安全及び繁栄の礎であることを再確認	
しました。
軍事面でこうした日米同盟の価値観の基盤を

構築してきたのは我々です。そのため日米の 2	
プラス2閣僚会議と首脳会談の後、私の米国	
におけるカウンターパートである統合参謀本部議長
マーク・A・ミリー（Mark A. Milley）陸軍大将、	
前インド太平洋軍司令官フィリップ・S・	
デービッドソン（Philip S. Davidson）海軍大
将、そして新インド太平洋軍司令官ジョン・C・
アクイリーノ（John C. Aquilino）海軍大将と	
直接対面で会談できたことは非常に大きな意義	
があることでした。
自由で開かれたインド太平洋構想を達成	

するにあたり、現在の非常に相互依存的な世界	
において、単一の国が地域の平和と安全を実現	
することはできません。したがって日本は、	
価値観を共有する国々と協力してこの目標の達成
に取り組んでいく所存です。o

自由で開かれたインド太平洋構想を
達成するにあたり、現在の非常に	
相互依存的な世界において、単一の
国が地域の平和と安全を実現するこ
とはできません。したがって日本
は、価値観を共有する国々と協力	
してこの目標の達成に取り組	
んでいく所存です。
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スランゲル・ウィップス・ジュニ
ア （SURANGEL WHIPPS JR.）大統領
が自国とインド太平洋地域の安全
保障に対するアプローチを語る

繁栄
への道
パラオ
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上院議員を2期務めた後、2021 年 1 月 21 日に第10代パラオ共和国大統領に就
任したスランゲル・ウィップス・ジュニア（Surangel Whipps Jr.）氏は、経
済成長の立役者であり、以前はパラオ最大の成長企業の 1 つの CEO 兼社長を務
め、従業員数を 50 人から 600 人以上に拡大させた。ウィップス大統領の政策
の優先事項には、すべてのパラオ人により多くの機会を提供し、将来の世代
のために長期的な持続可能性を達成すべく環境を保護することが盛り込まれ
ている。FORUM は、2021 年 8 月初旬のハワイのアメリカインド太平洋軍司令
部 （USINDOPACOM）訪問中にウィップス大統領にインタビューを行い、成人の
ワクチン接種率が 99% を超えているにも関わらず、新型コロナウイルス感染症に
よる制限が厳しい中でパラオが直面している経済的課題について意見をうかがっ
た。ウィップス大統領はまた、より安全で安定した国家を実現しながら、パラオ
が自由で開かれたインド太平洋の維持にどのように貢献しているか語った。 

2021 年 3 月に台湾の台北 
で開催された記者会見で
パラオのスランゲル・ 
ウィップス・ジュニア 
 （Surangel Whipps Jr.）
大統領は、特定のガイド
ラインに従うことを条件
に住民が検疫なしで島々
間を移動できるパラオ・
台湾旅行回廊（Palau-
Taiwan Travel Corridor）
を発表した。

左：違法漁業中に捕獲
された後、コロール
にあるパラオの海洋法
執行部（Marine Law 
Enforcement Division）
の港で船の上に座っている
ベトナム人漁師。

パラオが直面している主な課題は何でしょうか？
パラオの人々の生活を向上させ、パラオでパラオ人の夢
を実現できるようにすることを常に第一に考えていま
す。私たちが常に懸念している大きな問題の 1 つは、若
者がパラオを楽しみながらパラオで活躍することができる
強力な経済を構築することが難しいということです。こ
れはパラオの貧弱な経済を背景に若者がアメリカに移住し
ているためです。過去 25 年間で人口のほぼ半数がアメリカ
に移住し、その分の人口を外国人移住者が置き換えてきたこ
とで、治安上など多くの問題が生じています。国がす	
べて外国人で構成されている場合、どのようにして国
をパラオとして維持することができますか？
最大の課題のひとつは、パラオの経済が観光客に

依存していることです。パラオは中国の （パラオへの中
国人の観光を禁止するという）締め付けにより困難
に直面しましたが、経済はほとんどの分野で成長を続
けました。しかし、経済が好調な状態が続いたことで
パートナー国はパラオを最貧国と捉えなくなり、「今後
は助成金を送らないので融資を受けるように」と告げ
られました。下水道と光ファイバーケーブルの債務
に加え、今は新型コロナウイルス感染症のために生
き残りをかけた負債を抱えています。今後の最大の
課題は、どのようにして山積する借金を返済するか
ということです。強力で多様な経済を構築して人々
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の生活を支え、外部からの影響を受けないようにしてい
くことに焦点を当てています。

新型コロナウイルス感染症の予防接種の観点から、 
 「自由で開かれたインド太平洋」を維持するための 
取り組みについてお聞かせください。
私たちはここハワイでジョン・アキリーノ米インド	
太平洋司令官と会談し、私たちの熱意と私たち全員が
共有する価値観を確認すると共に、「自由で開かれた
インド太平洋」を維持する方法について話し合うことを楽
しみにしています。私たちは防衛力を有しており、今後は	
強力で安定した経済を構築し、より良い復興を達成することが	
焦点となります。パラオはアメリカ合衆国の一部とみなさ
れているため、こうした観点からもパラオはとても恵まれ
ていると思います。（パラオと米国との間の自由連合条約
は 1994 年 10 月 1 日に施行された）。ワープスピード作戦	
 （Operation Warp Speed）の間、パラオはワクチンにアクセス
できたので、2021 年 1 月に最初のワクチン接種を受	
けることができました。米国大使と私は初日にワクチン接種
を受けた最初のグループの一員でした。当時、人々がワクチン
の重要性を理解し、何よりもワクチンを信頼できるように
することが重要でしたので、米国大使に共にワクチン接種	
を済ませる必要があると進言しました。私たちのような	
人々がワクチンを接種することで、他の人々が実験のために
モルモット扱いされていると感じることはなくなると考	
えたためです。
人々の間ではこうした議論が続いていましたが、幸運	

なことに結果としてワクチンは継続して提供され、予防接種
プロセスを支援するためにアメリカ合衆国保健福祉省
のチームがパラオを訪れました。8 月上旬にここに向
けてパラオを出発した時には成人の 99.7％ が予防接種を
済ませており、現在、その数字は総人口の 70% 以上に
のぼっています。そして 2021 年 7 月下旬、12 歳から 18 歳
の年齢層を対象とした予防接種を開始しました。私た
ちは、2021 年 9 月末までに予防接種済み人口が総人口
の 80% 以上になることを期待しており、これにより国境を
徐々に開いていくことができます。新型コロナウイルス
の脅威が存在しないことによるコストもあります。	
観光客はいませんし、経済も開放されていません。	
しかし、問題の中心はお金でなく、人々の健康	
であるべきです。
私は常に慎重であり続け、科学に基づいて行動	

してきました。その結果、現在はグアムから毎週の	
フライトが再開されています。新型コロナウイルスの	
感染拡大前は毎日フライトがありましたが、毎週でも	
フライトがあることは良いことです。2022 年初頭の	
 「私たちの海洋会議（Our Ocean Conference）」（パラオ
は米国とのパートナーとして開催することを誇りとして
います）によって、より多くのフライトが早期に再開	
することを願っています。この会議は気候変動、海洋保護区、
持続可能な漁業、海洋経済というトピックについて話
し合う大規模な会議であり、ジョン・ケリー（John 
Kerry）米国気候担当特使がパラオで本会議に参加	

できることを願っています。また、この会議は私たちに
とって気候変動の影響を示す機会であると共に、各国が
大きな海洋諸国としてどのように協力し合えるかを示す
機会ですので、多くの太平洋のリーダーが会議に参加	
することを願っています。パラオはパラオとしての役割
を果たし、パートナー国はパートナー国としての役割	
を果たす必要があります。このようにして、私たち	
全員が協力して地球を持続可能な状態に保つことがで	
きます。

パラオは IUU 漁業（違法・無報告・無規制漁業） 
にどのように対抗していますか？
パラオは IUU 漁業に自力で対抗することはできません。
パラオは 160 万平方キロメートルを超える大規模な	
排他的経済水域（EEZ）を持っていますが、それを支
える経済規模は限られています。そのためパートナ	
ーシップが非常に重要となります。米国沿岸警備隊と米国	
海軍の存在は抑止力の鍵を握っており、オーストラリア	
のパートナーは、以前に提供された巡視艇が退役した
後に新しい巡視艇を提供してくれました。これは私	
たちの能力の重要な部分を占めています。日本財団	
から寄贈された別の巡視艇もあり、これらの巡視艇	
はいずれもパラオ人乗組員によって運用されています。
また、アメリカインド太平洋軍とのいくつかの	

プログラムを通じて、パラオで起こっていることを視覚的
に把握すると共に、衛星能力と航空監視能力を向上	
させました。パラオの保護海域の一部で IUU 漁業が行	
われていますが、これは保護海域が広大なため漁業を行う	
船が存在せず、そこで漁業を試みる人々がいるためです。	
このことはパラオが抱える問題であり、パラオは	
より効果的にこの問題に対処する必要があります。	
空中装備を投入してこの海域を監視するシードラゴン（Sea
Dragon）と呼ばれるプログラムを行なっており、ドローン
と衛星を追加することも検討しています。しかし、衛星
は自動識別システムの電源が入っているもの（船舶）	
のみを検出するため、システムの電源が入っていない場合
は船舶が海域に存在するかどうか知ることはできません。
通常、違法行為を働く者は機器の電源を切っているため、
それらの船を確認するためには直接海に乗り出す必要	
があります。違法船舶をすべて締め出すことは不可能	
ですが、パートナーとの協力を通じて確実に監視範囲を	
広げ、違法な漁業活動をより困難にしたと感じています。
2020 年 12 月、中国の漁船がパラオのサンゴ礁内	

で拿捕された際に乗組員は賄賂によって罰則を回避	
しようとしましたが、我々の監視員が彼らを報告	
したことにより、我々の巡視艇と米国沿岸警備隊が彼らを
逮捕しコロールに連れ戻しました。中国政府に連絡したところ
 「彼らについては何も知らない。我々とは無関係だ」	
と主張されたため、乗組員を養って収容する必要が生じ、
私たちにとっては困難な状況となりました。一般的に、
これらのIUU漁業ケースは、一度捕まえてしまうと	
最終的には私たちの負担になります。
数年前、ベトナムの船がIUU漁業中に拿捕された際、	
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パラオ海上監視庁の職員
が見せるのは、コロール
近郊のパラオ海域で 
違法操業していたベトナム
漁船から発見された 
ロブスター。
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パラオの前大統領は違反乗組員たちを 1 隻の船に戻し、
他の 3 隻を焼き払う措置を取っています。それ以来、
ベトナムからの船は確認されていません。 
現在、こうした事案はわずかしか確認されていませ

んが、我々はIUU漁業だけでなく人身売買や麻薬にも
懸念を抱いているため、依然として懸念事項となって
います。パラオの排他的経済水域（EEZ）を保護する
上で、協力と連携は非常に重要です。

2020 年に制定されたパラオの商業漁業禁止法は、国
の資源保護にどのように貢献していますか？ 
現在の保護区法では、パラオの EEZ の 80% を保護区とし
ており、残りの 20% でのみ漁業が許可されています。これ
はパラオの「ブル（Bul）」という概念に基づくもので、ブル
とは、パラオの首長が集まり、サンゴ礁の一部を一定期
間禁漁区とすることで区分けして再生できるようにする
取り組みです。この概念はまさに人々のための持続可能
な利用を体現するものであり、何千年にもわたって慣行され
てきたものです。乱獲に対抗するためにも、この概念を
再度検討して漁業の現地化を進め環境保護への参加を促す
時が訪れています。これはパラオが持つリソースを利用
してできるだけ多くの人々を救うということを意味して
います。

パラオは他の太平洋諸国とどのように連携 
していますか？
他の島国との協力はとても重要です。パラオはこの地域
で最西に位置する国であり、誰かが攻撃を受ける際は我
々が最初に標的となります。このことは、パラオが防衛線と
して機能できることを意味します。侵入者、違法漁業者、そ
して人身売買者は、近隣諸国に到着する前に私たちの水
域を通過しなければなりません。この海洋保護区が存在
することは意義深く、無免許の船が太平洋地域に深く入
り込む前に捕まえることができるため、パラオは抑止力
としての役割も果たしています。
パラオとミクロネシア諸国は海洋保護区を 30% に

維持するというプログラムを数年前から実施しています。
パラオには海岸近くの地域にパンサイトがあり、その

約 3 割が保護区となっており、監視
員が区域の保護を行なっています。
これは他の地域にも波及効果をも
たらすことを目的としており、そ
の効果は実証済みです。このイニ
シアチブにはミクロネシアの同盟国である北マリアナ諸
島連邦、ミクロネシア連邦、グアム、マーシャル諸島が
参加しており、これらのイニシアチブを実行するだけでな
く、情報を共有して、効率を高める方法を考案すること
も重要であり、パラオにとっては、どうすればパラオの
大規模な EEZ を効果的に維持することができるかという点
が特に重要となります。では、どうすれは資源を確実に持続
可能な方法で利用できるでしょうか。私たち全員が指定地
域を設けることを検討すべきかもしれません。80％ と
まではいかなくとも、例えば以前より実施している海
岸近くの 30％ にわたる地域で各国が同意する地域を設
け、すべての国が私たちの地域の保全を約束し、乱獲が
ないことを保証し、資源を持続可能なものにし、将来世
代のために環境保護に取り組むことが必要です。
約束を取り付けることが何よりも大事ですので、	

 「私たちの海洋会議」がこうした議論を促進し、取り決
めに至ることを願っています。では、このような効果的
なプログラムに取り組むよう、他国のリーダーを促	
すにはどうしたらいいのでしょうか。世界の安全を守
り、重要な資源を守るために私たちにできることがあ
ります。そうすることで、未来の子供たちがこれらの	
資源を本や化石を通じてしか知ることができないという
事態を避けることができます。

ほかにも取り上げたい問題はありますか？
米国とのパートナーシップは非常に重要であり、その	
他の自由連合加盟国（マーシャル諸島とミクロネシア）
はこのパートナーシップの重要な一部です。我々は	
安全保障に関しては米国の一部と見なされていますので、
強力な経済を構築する方法を探すことが今後の最大
の課題となります。私たちが今取り組んでいることの
1 つは、コンパクトレビュー協定（Compact Review 
Agreement）と呼ばれる米国との協定の見直しです。

パラオに出発する前
の 2021 年 4 月に新型
コロナウイルスの 
抗原検査を受ける 
準備をする台湾 
からの旅行者。
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この協定は、パラオが能力を拡大し、安全保障を可能	
にするより強力な経済を構築するための重要な仕組みだと
考えています。私にとって、パラオの人々をパラオにつ
なぎとめることは安全保障に関わることです。この協定
はパラオをハワイやグアムなどと同等と見なし、それら
の地域にもたらされるものと同様の機会を同様の努力で	
創出するものであり、パラオの人々にパラオに留まりたいと
思ってもらうことを目的としています。 
この協定はまた、米国の投資を奨励するものでもあ

ります。私たちはアジアにとても近いため、シンガポー
ルだけをハブとして頼るのではなく、パラオをハブとし
て捉える国も出てくるかもしれません。単にこの地域にお
いて成長を拡大させるだけでなく、香港で米国の事業を
展開している場合などに、パラオをハブとして検討する
ことができます。パラオは国境をうまく管理しているた
め人々はより容易に出入りすることができますし、より
強力なパートナーシップを築く機会があるため、パラオに
はチャンスがあります。パラオにアメリカのホテルが建つ
ところも見てみたいと思っています。 

パラオにおける米軍の訓練はどの程度重要なものですか？
軍事プレゼンスは抑止力を意味するため、パラオに訓練
を迎えることができるのは良いことですし、副産物とし
て経済的恩恵も享受することができます。国内に軍隊を
迎えることで、兵士にレストラン、ホテル、サービスで
お金を使ってもらえますし、特に新型コロナウイルスの
影響で観光客が来ない今は大変ありがたく、これからも
より多くの訪問を心から歓迎します。パラオには新しい
滑走路、拡張済みの滑走路、港湾施設、道路など軍が必要
とし、かつパラオが活用することもできるインフラが数
多くあります。これらはすべて国内で利用されますが、
米軍の能力を拡大させることもできます。こうしたこと
は、パートナーシップにおける相互援助の概念が意味する
ところの一部です。パラオには第二次世界大戦で用いら
れた古い飛行場が今日に至るまで残存しており、それら
の中には日本軍が建設した3つの飛行場も含まれていま
す。日本軍による島々の要塞化を鑑みれば、なぜそのよう
な飛行場があるのかお分かりいただけるでしょう。パラオ

はアジアにとても近く、パラオ
最南端の島にいたってはインド
ネシアから240 キロ以内のとこ
ろに位置しています。これらす
べての小さな島々はかつて要塞
化されており、米国は現在、島
々への監視システムの設置を支
援するとともに、小さな飛行場やヘリコプターが着陸で
きる場所を改良し継続して能力を拡大することで、人命救助
のための追加の能力も提供してくれています。改良点の
ひとつは飛行場への照明の追加で、例えば、航空機が夜
間に着陸して病気の患者を避難させられるようになりま
す。このことは、協力と連携が生み出す結果の一例にす
ぎません。 

パラオの長期的な安全保障上の最大の脅威は何ですか？
パラオは特に高い負債を抱えており、かつ国民の生活
を支える必要があるため、経済的脅威はパラオの安全
保障上の最優先事項です。投資の機会やその他の活
動にしろ、時にパラオのリーダーは決断を迫られるこ
とがあるかもしれません。これは必ずしも望ましいこ
とではないかもしれませんが、利用可能な資金という
魅力があるため、課税ベースを拡大させる可能性もあ
ります。長期的に見てパラオの人々の利益とならない
場合であっても、これらのことを実行する可能性があ
り、こうした経済的ジレンマは依然として脅威であり
続けています。特に新型コロナウイルスの感染拡大後
には、債務の罠に陥らないように、より良い復興を成し
遂げる方法を見つけなければなりません。
1944 年にアメリカ海兵隊がアンガウル島とペリリュー島

に上陸してから 77 年間、パラオとアメリカ合衆国の関
係は常に強固であり、今後も強化されていくと考えて
います。パラオはとても遠くに位置しているため、時には
忘れられることもあるかもしれませんが、私たちに利
益を見出し、お互いの関係が重要なものであることを思
い出していただければ幸いです。私たちはお互いを必要
としており、このことはまさに、パートナーシップを通
じて共に勝利するために欠かせないことです。o

2021 年 8 月、パラオの
スランゲル・ウィップ
ス・ジュニア （Surangel 
Whipps Jr.）大統領（左）
はワシントンの米国国務省
でアントニー・ブリンケン
（Antony Blinken）米国務
長官と会談した。
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ニュージーランドが国境内で新型コロナ
ウイルスの拡大を阻止し「増加を抑え
込む」ことに成功したのは、2020 年2
月下旬にニュージーランドで初の新型
コロナウイルス感染症の症例が確認さ

れた直後に効果的な措置を講じたことが大きい。4月を	
前にしてニュージーランド国防軍（NZDF）が感染対策	
活動に加わっており、700 人を超える人員がパンデミ
ックの初期段階における物流、諜報、戦略計画および
作戦調整で地方当局と国家当局を支援した。 
このことはニュージーランドの新型コロナウイルスと

の戦いがこの時期に始まったことを裏付けるものだ。現
在進行中のこの作戦は同国の迅速で決定的な行動を表す
ものとして世界的な評価を得ており、政府をあげた対応は
軍を中心とするものであることを明確に示している。こ
うした対応はまた、強力で容赦ない敵を征服するためには不
可欠であると考えられている。新型コロナウイルスがニ
ュージーランド海岸に到着してから 14 ヵ月後、500 万
人の島国で報告された症例数は2,500 件にすぎず、死者
はわずか 24 人にすぎなかった。
その間ニュージーランド国防軍は、車両検問所での

警察の支援、個人用保護具の取得とサプライチェーン	
管理の支援、施設の運営、ワクチン接種の提供の計画	
といった形で公衆衛生上の危機への対応の規模と範囲を	
拡大させている。ニュージーランド海軍の海上パトロール
および対応設備はニュージーランド関税局による全国	
の港湾の警備と監視を支援し、国内の管理隔離・検疫	
プログラムの指揮をとるためにニュージーランド陸軍	
のジム・ブリス（Jim Bliss）准将が派遣された。
ニュージーランド国防軍は、感染拡大抑え込みへの

貢献と国家の防衛義務、部隊の維持、作戦展開、訓練義務、
民間当局への追加援助との間でバランスを維持しており、
国防軍のウェブサイトには「警戒レベルに関係なく、ニ

ュージーランド国防軍は通常課せられる責任と運用上の
取り決めを維持しながら、政府のすべての対応において引
き続き役割を果たしていく。我々はさまざまな危機的状況に
備えて構成・装備・訓練されており、この準備体制が新型コ
ロナウイルス対策において幅広い役割を果たすことを可
能としている」と記されている。

世代間の問題
軍と疫病は切っても切れない関係にある。1898 年の米西戦争
の際アメリカ軍は、戦地キューバで黄熱病やその他の伝
染病により戦闘による死者よりも多くの病死者を出して
おり、その2年後には病気の原因と予防方法を研究するた
めにアメリカ陸軍黄熱病委員会（U.S. Army YellowFever 
Commission）がアメリカ陸軍の外科医長により創設され
ている。陸軍医療隊（Army Medical Corps）のウォルタ
ー・リード（Walter Reed）少佐が率いる委員会は、黄熱
病の感染拡大は衛生状態の悪化ではなく蚊によってもた
らされるという説を確立し、この発見は軍がその後の紛争
で病気を脅威として排除するのに役立った。
しかし、2019 年後半に中国の武漢でコロナウイル

スが初めて検出されて以来、地球全体の資源と人々に
重圧がのしかかっており、人類は前例のない世代間の
問題に直面している。世界保健機関（WHO）による
と、2021 年 11 月下旬の時点で、世界中で 520 万人の
死者を含め 2 億 6,000 万件以上の感染例が報告されてお
り、ロックダウンや雇用の消失の負担を受けて国民経
済は大きく揺さぶられている。逆境によって人々の本
質が試されるとするならば、新型コロナウイルスの感染
拡大は多くのことを明らかにするとともに世界の権威
主義政権に対する幻想を打ち砕くこととなった。
科学コミュニティのウイルスを駆逐するための並外

れた取り組みから、脆弱な地域社会にケア、機器、そ
して希望を届ける同盟国とパートナーの共同活動にい

新型コロナウイルスとの戦いで
防御の最前線を担うインド太平洋軍

FORUM スタッフ

打倒する
を

ウイルス
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バンコクの学校の教室を消毒するタイ王国陸軍 
の兵士。インド太平洋全域で軍隊が新型 
コロナウイルスパンデミックとの戦いにおいて 
中心的な役割を果たしている。AP 通信
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たるまで、およそ 2 年間にわたって世界中で目を見張
るような取り組みが行われてきた。またこの間、	
中国共産党（CCP）が命を救う可能性のある情報を隠蔽	
するという大きな懸念事態も起きており、これはパンデミック
の初期から 2021 年 2 月にウイルスの起源を探るために
武漢を訪れた科学者の間でも続いた隠蔽行為だ。
軍はインド太平洋地域全体で民間機関、非政府組織、

民間企業と協力しながら、複数同時展開される戦線で
新型コロナウイルスに対抗し、自らの部隊とその家族
の健康を守ってきた。国際戦略研究所（International 
Institute for Strategic Studies）のアジア太平洋安全
保障担当上級フェローであるユアン・グラハム（Euan 
Graham ）氏は同シンクタンクのウェブサイトに掲載
された 2020 年 4 月の分析記事に「最も基本的なレベル	
において軍は国家指揮ネットワークを保有しており、
国家の緊急事態の際に民間前線サービスを補完するために、	
比較的短時間で展開できる予備軍を含む規律ある人員
プールを構成している。一部の軍隊は、以前国内外で
発生したパンデミックなどを通じて危機計画および	
緊急対応の実質的な経験を積んでいる。
ほとんどの軍隊は、輸送だけでなく医療スタッフやまた、	

インフラストラクチャーを含む物流支援を提供することが
可能で、より有能な軍隊にいたっては、疫学とウイルス学
の専門的知識、ならびに生物学的・化学的戦争のために	
開発された自己防御能力を有している」と記している。
インド太平洋地域の軍隊および民間防衛機関の	

貢献内容の一例を以下にリストする：
•	オーストラリアでは、技術者や研究者が国防総省
管轄下の防衛科学技術局（Defence Science and 
Technology、以下 DST）と共同で 3D プリントを	
利用して医療従事者向けのフェイスシールドを設計
し、初期設計からわずか 3 週間で大量生産への移行を
成し遂げている。DST は検証のために試作品を病院
に送り、消毒と再利用が容易なシールドを製造	
するために軍が認定する請負業者を雇用している。	
DSTプログラムのリーダーであるベン・バローナ	
 （Ben Barona）氏は国防総省のウェブサイト上の記事
で「私たちはよく国防上の課題を技術的解決策の	

創案で早急に対処する必要に迫られる。今回も最前
線の医療従事者に保護装備を提供するため、同じア
プローチを用いて貢献してきた」と述べた。
•	2021 年 5 月、インドが新型コロナウイルス感染例の
急増と戦っている中、同国の軍隊は救援活動の最前線
に立っていた。空軍と海軍は世界中からの寄付を含
め酸素や医療機器といった重要な物資を輸送し、	
インド軍と防衛研究開発機構（Defence Research 
and Development Organisation）は民間人向けの	
病院を設立し、総合軍医療サービス局（Directorate 
General Armed Forces Medical Services）から看護師、
医師、およびその他のスタッフが配属された。ラジナート	
・シン（Rajnath Singh）国防相はブログ記事に	
 「人々は軍の能力に大きな信頼と信頼を寄せている。	
インド全体が現在急拡大するパンデミックとの戦	
いのために団結し、軍隊は国家をあげた勝利	
のために特別の努力を払っている」と記している。 
•	日本の防衛省によると、2020年初頭から日本の自衛隊
は、ダイヤモンド・プリンセス号の寄港後に発生した
新型コロナウイルスの感染拡大後に 3,000 人近くの	
クルーズ船乗客を含む帰国日本人・外国人旅行者に対
して輸送・検疫支援を提供している。自衛隊員は	
民間企業や地方自治体の職員にも防護服の使用に関する
訓練を提供しており、2021 年 5 月下旬に『日経アジア	
 （Nikkei Asia）』は、国の大規模ワクチン接種キャン
ペーンを支援するために自衛隊が配備され、大阪と	
東京では自衛隊の医務官と看護師がワクチン投与を支援	
したと報じた。当時の日本の菅義偉首相は「自衛隊に
期待される秩序ある組織的な方法でワクチン接種が行
われているのを見て安心した」と述べている。
•	世界第 3 位の人口密度（1平方キロメートルあたり
8,000 人）を誇るシンガポールは貿易・輸送における	
世界的な拠点であり、570 万人の国民の大量感染を
防ぐ上で厳しい課題に直面していた。2020 年 1 月下旬
に最初のコロナウイルス感染者が記録されてから	
数日以内に、約 1,500 人のシンガポール軍（SAF）
隊員が一般市民にマスクを配布し、空路による旅行者
を監視し、感染者に接触した者を電話で追跡しており、
シンガポール軍は 2003 年にインド太平洋で発生した	
重症急性呼吸器症候群（SARS）の流行中に磨かれた	
戦術を採用していた。2020 年 3月にシンガポール	
海軍退役将校のヴィヴィアン・ン（Vivian Ng）	
氏はオンライン雑誌の『ザ・ディプロマット（The 
Diplomat）』に「シンガポール軍の展開は緊急事態
に取り組むという政府の姿勢だけでなく、主に徴集兵
で構成されるシンガポール軍を通じて日常的にシン
ガポール市民をを巻き込むことで、国家全体が共通
の逆境を乗り越えるために団結しているというメッ
セージを伝えるものだ」と記している。
•	台湾国防部は、すべての軍病院を新型コロナウイルス	
患者のための医療・検査施設に指定し、島内の	
9 つの軍事キャンプに約 1,200 の隔離施設を設置する	
一方で、マスクの補給を支援するために7万人以上の隊員

インドのアムリットサルで病院の医療スタッフやその他の最前線の
労働者に敬意を表すインド陸軍の将校。AFP/GETTY IMAGES
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を配置し、合計 1,500 人の化学タスクフォースが	
帰航便に対する消毒を行った。台湾国防部によると、	
中国人民解放軍の激しさを増す挑戦的行動に同時に対処
しながらも、民主的な台湾の島々は「実際の戦争を戦	
うようにウイルスと戦っている」という。
•	 『バンコク・ポスト（Bangkok Post）』紙が 2021 年
4 月に報じたところによると、タイ王国軍はコロナウ
イルス患者のために数千床の病床を備えた野戦病院
を全国に 12 カ所以上設置した。
•	米軍は将来に向けたワクチンの開発からワクチン接種
の管理まで、米国の感染拡大緩和作戦のすべての段階	
で不可欠な役割を果たしてきており、同時に、専門知識、	
人員、装備、輸送などの面で世界中のパートナーと	
同盟国を支援してきた。新型コロナウイルスの診断、
治療薬、ワクチンの開発、製造、配布を目的とした	
米国の民間公共イニシアチブであるオペレーション・
ワープ・スピード（Operation Warp Speed）の	
最高運営責任者には米国陸軍のグスタフ・F・パーナ	
 （Gustave F. Perna）将軍が任命され、2021 年 2 月に
ロイド・オースティン（Lloyd Austin）米国防長官
は、カリフォルニア州で大規模なワクチン接種拠点を
運営する現役軍人および州兵部隊に対し「地元の役人
や民間機関の責任者と話したところ、軍はこの方程式
に規律、組織的スキル、そして有効性をもたらしてい
るとのことだ」と述べ、「これらの人々は、隊員たちが
日々物事に注意を払い改善に励んでいるという事実に	
感銘を受けており、部隊に対して感謝してもしきれない
気持ちでいる」と述べた。

新たな現実を受け入れる 
市民社会の大部分と同様、軍事においてもバーチャル
を実際に取り入れる動きが盛んだ。パンデミックによる
移動制限と検疫のために、リクルート、トレーニング、	
計画立てなどのプロセスがリモート形式に大きく移行
した。インド太平洋地域の同盟国・パートナー国は、
デジタル時代に合わせて長期間の二国間・多国間の	
研修イベントや演習を急速に再編させている。2020 年
6 月、世界の多くの地域が依然としてロックダウン	
されている状況下で、タイ王国空軍、アメリカ太平洋空軍、
およびワシントン空軍州兵は、7年間の共同会議の中	
で初めてビデオ会議による年次のエアマン・トゥ・	
エアマン会談（Airman-to-Airman Talks）を開催した。	
ワシントン空軍州兵司令官のジェント・ウェルシュ	
 （Gent Welsh）准将は「私たちの世界では様々なことが	
進行中だが、このバーチャルなエアマン・トゥ・	
エアマン会談が行われているという事実はタイ王国と
米国の関係の重要性を強調するものだ」と述べた。
ソーシャルディスタンス、マスク、その他の予防措置	

の実施により軍の実地活動が拡大しているが、	
パンデミックが世界中で永続的な爪痕を残す中、	
日々の業務の拡大は続く見込みだ。 
オーストラリア王立空軍の退役軍人であり、オーストラリア

戦略政策研究所のフェローであるトニー・マコーマック	

 （Tony McCormack）氏は2021年2月、同シンクタンクの	
オンライン出版物『ザ・ストラテジスト（The Strategist）』	
の記事に「ワクチン接種が行われているが、（新型コロナ	
ウイルス感染症による）制限はまだしばらくの間続く見込	
みで、大規模なトレーニング活動への復帰や、同盟国や	
パートナーとの演習に参加するための海外遠征を妨げている。	
トレーニングの削減がもたらす不備を是正するために、	
シミュレーションという新たなトレンドを活用する代替手法
に対してより多くの投資が必要だ」と記している。
一方、軍の医療コミュニティはパンデミックで得	

られた経験を振り返り、戦闘部隊と民間人を今後	
どのように保護していくべきか明らかにするために	
分析とデータモデリングを使用している。 
公衆衛生のキャリアフィールドマネージャーである

米国空軍のシェリル・グリーン（Sheryl Green）軍曹
は 2021 年 4 月、米国軍衛生システム（US Military Health 
System）ウェブサイト上の記事で「この状況がどれだけ続	
くか、または次の危機がどのようなものになるかはわからない。
私たちはエボラ出血熱、ジカウイルス感染症、H1N1 などの
アウトブレイクに確実に対処してきたが、次に大きな	
パンデミックを引き起こす病気はどのようなものになるか	
予想がつかない。私たちの組織の公衆衛生の専門家全員が	
過去 1 年間で得られた経験を振り返ることで、今後何が起	
こっても良いように万全の備えができる」と述べた。
これは軍の保護から戦闘準備に至る一連の課題	

のひとつにすぎず、インド太平洋地域のすべての軍隊	
はほぼ 2 年にわたって世界的な健康危機に取り組み続	
けている。このミッションは「戦闘機を飛ばしながら	
ジェット機を建造する」と比喩されるものだ。しかし、	
ニュージーランドの場合と同様、政府をあげたパンデミック
への対応で軍が中心的な役割を果たしたことは、軍が	
リアルタイムで適応・発展する能力を有することを知	
らしめることとなった。戦略国際問題研究所（CSIS）	
のアダム・サクストン（Adam Saxton）氏とマーク	
・F・カンシアン（Mark F. Cancian）氏は2021 年 2 月、	
軍のこうした適応能力は「準備体制や同盟関係の崩壊	
を防ぎ、敵対者に付け入られることなく展開、訓練、	
人員移動の再開を可能にした」と述べている。o

オーストラリア国防軍のメンバーがパース空港で乗客の到着を支援 
している。インド太平洋地域全域の軍隊は、国のロックダウン 
と検疫が行われる中で管理措置に貢献してきた。GETTY IMAGES



62 IPD FORUMFORUM

大韓民国陸軍1等軍曹のイム・ヒョンジン氏は、2018 年以来戦車運転手として数千時間にわたる
活動を記録しており、軍の他の女性指導者たちの模範となることを望んでいる。大韓民国陸軍

フェリックス・キム（FELIX KIM）

強化
性の多様性と給与アップが韓国軍を支える

兵士

K1A2 戦車搭乗時に自身のヘルメットにストラップを巻いたイム・	
ヒョンジン（Im Hyeon-jin）氏は、大韓民国軍（ROK）に訪れる	
進歩の波を象徴している。
最近一等軍曹に昇進した27歳のイム氏は、K1A2 を運転した最初

の女性となるだけでなく、2018年以来戦車運転手として数千時間にわたる活動
を記録したと韓国軍は報告している。イム氏は韓国のテレビネットワーク・	
アリランニュース（Arirang News）に対して「私の最終目標は優れた戦車指揮官
になることであり、その任務を遂行する自信があります。将来の女性兵士の	
模範となるためにも努力していきます」と語った。

の
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性の多様性と徴集兵の生活環境改善を目標とした	
防衛改革が進む中、韓国軍内では昇級を果たす女性	
たちが増えており、ホン氏はそうした人々と名を連	
ねることとなった。この防衛改革は、核武装した北朝鮮
という常に存在する脅威に対する強力な抑止力を維持
しながら人権を尊重することを目標としており、
韓国軍の指導的地位にある女性のリストには、2020 年	

12 月に朝鮮間の海上国境付近で活動する戦闘艦の	
指揮を任されたホン・ユジン（Hong Yoo-jin）	
新海軍司令官が含まれており、韓国海軍によるとホン
氏は女性として初めてこのような艦艇の艦長となった。
ホン氏の艦である「ROKS ウォンジュ」は第 1 艦隊司令部第
12 戦闘中隊に所属しており、この浦項（ボハン）	
級コルベットは 88mm 砲と 44mm 砲、軽魚雷と	
ミサイルを搭載し、約 120 人の乗組員を収容できる。
他の先駆者には、第3飛行訓練棟のピョン・ボラ	

 （Pyeon Bo-ra）中佐、第5空中機動棟のチャン・セジン	
 （Jang Se-jin）中佐、および第 16 戦闘棟のパク・ジヨン	
 （Park Ji-yeon）中佐が含まれており、パク氏は 2019 年	
に韓国空軍で女性として初めて大隊指揮官に就任した。

多様性がもたらす力
2018 年 7 月に韓国の文在寅（ムン・ジェイン）大統領
が開始した国防改革 2.0 では、軍のすべての支部で	
女性将校と女性下士官（NCO）の数を増やすことを求	

めており、これは 2005 年に当時の盧武鉉（ノ・ムヒョン）	
大統領が開始した国防改革 2020 イニシアチブに従	
うものだ。
ソウル大学校国際学科のシン・スンホ（Sheen 

Seong-ho）教授は、性の多様性を推進することで、	
韓国軍は「国内で最も平等な機会提供者の 1 つ」	
になるとしている。また性の多様性の推進により、	
歴史的に国の軍隊の中核を形成してきた若い男性の	
人口が縮小する中でも、徴集兵で構成される軍隊の	
堅牢性を将来にわたって確保することができる。
国防省によると、性の多様性以外の軍事的優先事項

は、フルタイムの幹部士官・下士官の男女共の増加、
徴集兵の待遇と賃金の改善、軍事予算編成に一般の	
意見を取り入れることである。
韓国陸軍中将を退役した全仁釩（チョン・インボム）	

氏は「2020 年時点で韓国軍には約 1 万 5,000 人の女性
兵士がおり、この数字は韓国の幹部部隊の約 7.8％ を占	
める」と述べている。
チョン氏は、韓国憲法が保障する女性に対する平等な

機会の実現と、軍が優れた人材を必要としている事実が、
2022 年までにこの割合を 10％ に引き上げるという	
政府の目標の主な理由であると付け加えた。

徴兵条件の改善
北朝鮮という継続的な脅威の存在により、韓国はいかなる

2020 年 12 月、海軍の新司令官であるホン・ユジン（Hong Yoo-jin）氏は韓国で初めて戦闘艦を指揮した女性となった。大韓民国海軍
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韓国では、例外を除き18〜25歳のすべての健康な 
男性に 18〜24 ヵ月の兵役が義務付けられている。
長年、良心的服役拒否には最長 18 ヵ月の懲役刑が

科されてきたが、2018 年に裁判所は、良心に基づいて 
兵役を拒否した者に兵役に替わる役務を科す判決を 
言い渡し、新たな扉を開いた。この判決は当初、 
平和主義的な宗教的信念を持つ人々にのみ適用されたが、 
2021 年 2 月に政府委員会は、宗教に基づかない 
非暴力的な信条を持つ男性が代替役務に取り組 
むことを許可した。
 『韓国ヘラルド（The Korea Herald）』紙は、 

委員会は被告の信条を「真正かつ誠実である」と認 
めたと報じた。国防部軍事人事局（Military Manpower 
Administration）のユ・キョンヒ（Yu Kyun - hye） 
事務局長はフォーラムに対し「代替役務の導入に関 
する議論は長い間行われていたが、世論を考慮して 
慎重に取り組む必要があったため、そのような議論が実際
に進展することはなかった」と述べた。ユ氏は、 
代替役務制度が広く一般に受け入れられるようになるには、 
その正当性を認識する「社会的雰囲気」を作る必要 
があると強調する。 
懐疑主義者は、良心的兵役拒否者と徴兵を避けたい 

人々とを見分ける方法がないと警告しているが、裁判所
が良心的兵役拒否を合法化してから2年以上が経過し

た今、ユ氏の機関は代替役務の導入と現役軍人の減少
との間に相関関係は見られないとしている。実際、 
韓国の若年男性層の減少に合わせて良心的兵役拒否を
申請する人々の数も減少している。
政府系報道機関の聯合（れんごう）ニュースによると、

2019 年以来、984 人の申請者が代替役務制度に基 
づき義務兵役の代替を承認されている。ユ氏によると、
合法化以前は毎年 500 人から 600 人の男性が良心的兵
役拒否によって投獄されていたという。
さらにユ氏は、代替役務は、刑務所または拘置所

で行う 36 ヵ月のフルタイムの仕事で構成されていると
説明した。役務に従事する者は職場の近くに集団で暮
らしており、休暇や仕事休みを含め、軍の徴兵者と同
じ賃金と福利厚生を受けている。
ユ氏は「代替システムは、少数派グループのメンバー 

の人権を保護し、兵役に比する忠実な任務を可能 
にするという観点から作られた」と述べ、
刑務所の仕事が選ばれたのは、その極めて厳しい

内容が兵役に匹敵するためだとし、「政府が代替 
サービスシステムの運用でより多くの経験を蓄積 
することで、役務環境の変更に関する議論が行 
われることが期待されている」と述べた。

人権と国民の義務の 両立

 『コリアタイムス（The Korea Time）』紙のジュンス・ダミン（Jung Da-min） 
氏がこの記事に寄稿した。

不測の事態にも備えなければならない。北朝鮮は約	
100 万人の常備軍を維持しているため、韓国軍は 50	
万人以上の常備軍を必要としているとチュン氏は述
べる。つまり、18〜25 歳までのすべての体力のある	
男性は、兵役免除が認められない限り、徴集兵、	
水兵、または航空兵として 18〜24 ヵ月の徴兵を	
終了する必要がある。
追加の人員の必要性と人権意識の深化は、徴集兵	

の兵役条件改善に向けた取り組みの支えとなっており、
 「兵舎文化（Barracks Culture）」のアップグレード
と月額賃金の引き上げは、防衛改革 2.0 が定める	
目標だ。
チョン氏は「1980 年代までは若い男性が余っていた

ため、実際に兵役に就いたのは約 50％ に過ぎなかった。
今は人口が少なく、95％ 近くが徴集されるため、	
こうした問題がより鮮明になっている」と述べ、
国防改革 2.0 では平均的な徴集兵の月額賃金は	

陸軍の二等兵で月額約 4 万円（約400米ドル）に倍増	
しており、徴集兵はもはや家に帰るため、あるいは
休暇中に食料を買うために両親にお金を頼む必要	
がなくなったと説明した。
チョン氏はまた、士官、下士官または徴集兵	

による他の徴集兵へのいじめもまったく許容されな
くなったことで士気が向上していると述べ、就寝時
は就寝許可を待たなければならなかったり、付き添
いなしで兵舎から出ることが禁止されていたなど	
 「千の小さな規則」に従わなければならなかった時期	
についても言及した。当時は、違反者は罰則として	
長時間裸足でいることを強制されることがあったという。
チョン氏は「こうしたことの多くが過去	

のものとなったのは良いことだ」と述べ、これらの
改善により、徴集兵はなぜ自分が従軍するのか、	
どのような社会が自分を防衛力として必要	
としているのか理解することができると説明	

フェリックス・キム（FELIX KIM）
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するとともに、「このことはまた、大きな力を生み
出すと思う」と述べた。
もう 1 つの大きな変化は、徴集兵が休暇時に携	

帯電話を使用できるようになったことだ。チョン氏
によると「韓国国民の一部は、この変化は韓国軍に
終焉をもたらすものだと叫換しているが、これは誤
りだ。実際には状況は改善されてきた」という。
政府の統計によると、防衛改革が進むにつれ

て、韓国軍兵士の自殺者数は 1994 年の 155 人から
2019 年の 62 人へと減少している。 
シン氏は、軍は入浴施設や寝室でのプライバシー

の向上、栄養オプションの強化など、兵舎生活の	
基本を改善するために懸命に努力してきたと述べ、
チョン氏は賃金の上昇と生活環境の改善は高額

の予算を必要としていると述べた。韓国軍は毎年約
4,000 億円（40 億米ドル）を超える防衛費のうち	
 「半分以上を運用コスト（兵士への食料、衣類、	
給与）に充てている」としている。
シン氏は「お金が正しく価値あることに使	

われていると考えている」と述べた。

透明性の向上
2018 年 5 月、文政府は国防省関係者、専門家、	
兵士、民間人から成る会合を開き、韓国の国防予算

の増加に関する質問に答えた。国民の最大の懸念は	
部隊の健康と人権に関するものが圧倒的多数であり、	
両親たちは兵役中の子供に冬用ジャケットと	
個人用保護具を提供するよう軍に求めている。
シン氏は「韓国社会はますます民主的かつ	

透明なものとなっており、韓国の外務省は国防省と
同様、間違いなく韓国国民との公開外交に焦点を当
てている」と述べた。
チョン氏は、徴兵制の性質上ほとんどすべての

家族が影響を受けていると述べるとともに、一般市民
の意見は指導者が「見落としている点を指摘する」
ことができ、大衆の懸念に耳を傾けることで不満が
高まるのを防ぐことができると付け加えた。
チュン氏はさらに、兵士はマイナス 0 度以下の状況	

でも戦闘に備えなければならないため、軍事訓練は厳格
なものでなければならないと述べるが、防衛改革 2.0 では
各兵士の安全と福祉がこれまで以上に考慮されている。
 「韓国軍は若者を入隊直後から鍛え直すことを	

コンセプトとしており、これを行うための（基本的
な）訓練は5週間しかない。韓国の若者が短期間で
義務感にあふれる兵士に変身できることは大きな	
賞賛に値すると思う」とチュン氏は述べている。o

陸軍訓練所での入隊式の際に家族に敬礼する韓国軍の徴集兵。AFP/GETTY IMAGES

フェリックス・キム（Flix Kim）は韓国・ソウル発信の FORUM 寄稿者。
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日増しに多くのミャンマー（ビルマ）武装勢
力の軍人たちが、軍事政権のクーデターと
国民に対する容赦ない弾圧に反感を抱いて
軍から脱隊している。脱隊者のひとりによる
と、2021 年 6 月中旬の時点で、タットマドー

（Tatmadaw）と呼ばれるミャンマー軍の全構成員のうち 800人
もの兵士と将校が残虐な独裁政権に参加することを拒否してお
り、多くの兵士と将校が民主化運動に参加している。
リン・テット・アウン（Lin Htet Aung）陸軍大尉は『ラジオ・

フリー・アジア（Radio Free Asia）』に「これはミャンマーの軍
事組織では約5個大隊に相当する規模だ。脱隊者の中には陸軍出身
者もおり、海軍、空軍、砲兵部隊、軍事工場の出身者も多い」と語
った。アウン氏は5月中旬に創設されたピープルズ・ソルジャーズ
（People's Soldiers）という Facebook ページに投稿した人々のひ
とりだ。このページは脱隊を奨励するために作成され、最初の 2 週
間で 25,000 人以上のフォロワーを集めた。アウン氏はさらに「陣営
の転向を促すことは、この革命にとって重要な戦術であり、最初
は 4,000 人ほどの（中略）軍人が私たちの側につくことを期待し
ていたが、今では4,000 人以上が人々の助けにやってくることを
見込んでいる」と述べた。
タットマドーの会員数は約 35 万人と推定されている。アウン

サンスーチー氏の政党が勝利した 2020 年 11 月の大統領選挙は不正
であると主張し、2021 年 2 月に 5,700 万人の国民を抱える東南ア
ジアの国・ミャンマーを制圧した軍の指導者たちは、スーチー氏を
失脚させ選挙で選出された他の代表者たちと共に投獄した。 

政治犯支援協会（Assistance Association for Political Prisoners）
によると、クーデター発生から 4 ヵ月で900 人近くが軍や治安部隊
によって殺害されており、拷問による死者も一部含まれていた。
犠牲者の大半は平和的な抗議者や通りすがりの人々であり、 
活動家グループによると、何千人もの人々が拘束され、国中で
多数の市民が家から退去させられている。
国際社会は怒りの反応を示しており、アメリカをはじめとする

国々はタットマドーの指導者や軍が支配する組織に制裁を加え、政
治犯の釈放と文民政府の政権復帰を要求している。6 月中旬、同国
の 2 大兵器供給国である中国とロシアが投票を棄権する中、国連総
会はミャンマーに対する武器禁輸を求める決議を採択した。国
際連合人権高等弁務官のミシェル・バチェレ （Michelle Bachelet）
氏は「国際社会は、タットマドーは民間人や民間資産に対する残
虐な重火器の使用を中止するよう一丸となって要求する必要が
ある。この危機に対して唯一責任を負うのは軍の指導者たちで
あり、彼らの責任を問わなければならない」と述べた。
自身と家族に対する報復の脅威にさらされているにも関わ

らず、脱隊したミャンマー軍人たちは軍政府の残虐な戦術に反
対し、拡大する市民不服従運動に対する支持を表明している。陸軍の
テット・ネイ・バラ（Htet Nay Bala）中尉は『ミャンマー・ナウ
（Myanmar Now）』ニュースサービスに対して「この組織は税金
を給与としながら、国民を保護する代わりにこうした残虐行為を行
っている。私はもはやその一部でありたいとは思わない。クーデ
ターが起こったとき、誰もが自分の未来が奪われていると感じて
いた。祖国を愛する若者として、私は革命を続けていく。もう後
戻りはできない」と語った。FORUM スタッフ

2021 年 2 月にミャンマーのヤンゴンで行われたデモの最中、ク
ーデターの抗議者から贈られたバラを手にするミャンマーの警察
官。ロイター

画像：2021 年 2 月の軍事クーデターに抗議するヤンゴンのデモ
隊。AP 通信

人々と 
共に 

立ち上がる

ミャンマーの軍人数百人がクーデター 
に反対して軍から脱隊

今後の期待
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私たちが 
ついている

2021 年 5 月中旬、日本の自衛隊は宮崎県南部の霧島演習場で行われた演習にフランス 
軍・アメリカ海兵隊と共に参加した。この共同シナリオには敵の侵略から離島を守るた
めに約 200 人の隊員が参加し、当時の日本の中山泰秀防衛副大臣は「日本の陸・海・空
を防衛することへのコミットメントを共に世界に示すことができた」と述べている。

最後の写真IPDF

写真 ByAP 通信
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